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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】黒表示状態での光漏れを抑えつつ、中間調表示
時の階調反転性が改善された高コントラスト液晶表示装
置を提供する。
【解決手段】第１偏光膜２０、第１位相差領域２４、一
対の基板により液晶層が挟持され、黒表示時に該液晶層
の液晶分子が前記一対の基板の表面に対して平行に配向
している液晶セル、第２偏光膜２２を少なくとも含んで
なり、第１位相差領域２４の遅相軸は、第１位相差領域
２４に隣り合う液晶セルの基板の液晶分子の電圧無印加
状態における長軸と直交又は平行に配置され、液晶セル
は横電界モードで動作する液晶表示装置であって、第１
位相差領域２４は互いに異なる位相差値を有する第１の
位相差層と第２の位相差層を少なくとも含む、液晶表示
装置。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１偏光膜、
　第１位相差領域、
　一対の基板により液晶層が挟持され、黒表示時に該液晶層の液晶分子が前記一対の基板
の表面に対して平行に配向している液晶セル、
　第２偏光膜
を少なくとも含んでなり、
　第１位相差領域の遅相軸は、第１位相差領域に隣り合う液晶セルの基板の液晶分子の電
圧無印加状態における長軸と直交又は平行に配置され、
　液晶セルは横電界モードで動作する液晶表示装置であって、
　第１位相差領域は互いに異なる位相差値を有する第１の位相差層と第２の位相差層を少
なくとも含み、かつ、下記式１）及び２）を満たす液晶表示装置。
　式１）　０．５×（｜Ｒｔｈ１１｜－｜Ｒｔｈ１２｜）≦｜Δｎｄｂ－ΔｎｄＷ｜／２
≦（｜Ｒｔｈ１１｜－｜Ｒｔｈ１２｜）
　式２）　１．３≦｜Ｒｔｈ１２｜／｜Ｒｅ１２｜＋０．５≦１．６　　　　　　
　Δｎｄｂは黒表示時（電圧無印加状態）における液晶セルが有するレターデーション値
であり、ΔｎｄＷは白表示時（電圧印加状態）における液晶セルが有するレターデーショ
ン値であり、Ｒｔｈ１１は第１位相差領域を構成する第１の位相差層の厚さ方向のレター
デーション値であり、Ｒｅ１２、及びＲｔｈ１２はそれぞれ第１位相差領域を構成する第
２の位相差層の面内方向のレターデーション値、及び厚さ方向のレターデーション値であ
る。
【請求項２】
　液晶セルの黒表示時におけるレターデーション値Δｎｄｂが、２７５ｎｍ＜Δｎｄｂ＜
４５０ｎｍである請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
　液晶セルの黒表示時におけるレターデーション値Δｎｄｂが、３２０ｎｍ＜Δｎｄｂ＜
４００ｎｍである請求項２に記載の液晶表示装置。
【請求項４】
　液晶セルは、下記式３）及び４）を満たす波長分散特性を有する請求項１～３のいずれ
か１項に記載の液晶表示装置。
　式３）　１．０≦Δｎｄｂ（４５０）／Δｎｄｂ（５５０）≦１．６　
　式４）　０．５≦Δｎｄｂ（６５０）／Δｎｄｂ（５５０）≦１．０
　Δｎｄｂ（λ）は測定波長λ（ｎｍ）における白表示時の液晶セルのレターデーション
値である。
【請求項５】
　第１位相差領域を構成する第１の位相差層は下記式５）及び６）を満たす波長分散特性
を有する請求項１～４のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
　式５）　１．０５≦Ｒｔｈ１１（４５０）／Ｒｔｈ１１（５５０）≦１．１５
　式６）　０．９０≦Ｒｔｈ１１（６５０）／Ｒｔｈ１１（５５０）≦０．９８
　Ｒｔｈ１１（λ）は測定波長λ（ｎｍ）における第１位相差領域の第１の位相差層の厚
さ方向のレターデーション値である。
【請求項６】
　第１位相差領域を構成する第２の位相差層は下記式７）及び８）を満たす波長分散特性
を有する請求項１～５のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
　式７）　０．９５≦Ｒｔｈ１２（４５０）／Ｒｔｈ１２（５５０）≦１．１０
　式８）　０．９０≦Ｒｔｈ１２（６５０）／Ｒｔｈ１２（５５０）≦１．０５
　Ｒｔｈ１２（λ）は測定波長λ（ｎｍ）における第１位相差領域の第２の位相差層の厚
さ方向のレターデーション値である。
【請求項７】
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　第１位相差領域を構成する第１の位相差層と第２の位相差層はそれぞれ、Ｒｔｈ１１＜
０、Ｒｔｈ１２＞０のレターデーション値を有する請求項１～６のいずれか１項に記載の
液晶表示装置。
【請求項８】
　第１位相差領域を構成する第１の位相差層と第２の位相差層は位相差を有しない層が介
在した３層以上の層で構成されてなる請求項１～７のいずれか１項に記載の液晶表示装置
。
【請求項９】
　第１位相差領域は、
　平均アシル基置換度ＤＳが２．０＜ＤＳ＜２．６のセルロースアシレートを主成分とし
た層、
　ポリビニルアルコール系樹脂、又は極性基を有するアクリル系樹脂を含んでなる層、及
び、
　ホメオトロピック配向した液晶化合物の配向状態を固定させた層、の３層を含んで構成
される請求項１～８のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項１０】
　第１位相差領域の総厚みが２０～５０μｍである積層体である請求項１～９のいずれか
１項に記載の液晶表示装置。
【請求項１１】
　第１偏光膜及び第２偏光膜の厚みが３～１５μｍである請求項１～１０のいずれか１項
に記載の液晶表示装置。
【請求項１２】
　第１偏光膜の液晶セルとは反対側に保護フィルムを有し、上記保護フィルム、第１偏光
膜、及び第１位相差領域からなる偏光板の合計膜厚が８０～１２０μｍである請求項１～
１１のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水平方向に配向した液晶化合物に横方向の電界を印加することにより表示を
行う、インプレーンスイッチング（ＩＰＳ）モード等の横電界モードの液晶表示装置に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）型及びＦＦＳ（Ｆｒｉｎｇｅ　Ｆｉ
ｅｌｄ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ)型の液晶表示装置は、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔ
ｉｃ）型やＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）型のように上下基板間に電界
を印加し、液晶分子の立ち上がりによって駆動するモードではなく、基板面にほぼ平行な
成分を含む電界によって液晶分子を基板面内方向に応答させる横電界方式と言われる方式
（モード）である。
　その構造から原理的に視野角への制限が少ない方式であるため、視野角が広い上に色度
変移・色調変化が少ないといった特性を持つ駆動方式として知られている。近年ではテレ
ビ用途以外に携帯端末用の表示装置から業務用の高精細・高画質用途まで多岐に渡って普
及し始めている。
【０００３】
　これらの横電界方式の液晶表示装置においては、液晶セルを挟む偏光板の保護フィルム
を等方性のフィルムとすることで上述の液晶セルが具備する利点を阻害せずに利用する構
成も知られている（例えば、特許文献１）。
　ただし、この構成では偏光膜に起因する補償は検討されておらず、特に斜め方向からの
視認における光漏れによるコントラスト低下やカラーシフトに対しては光学補償をするこ
とが要求される。このため、光学異方性層を配置させることで表示装置全体として補償が
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検討された横電界方式の液晶表示装置が提案されている。
　例えば特許文献２に、セルロースアシレートフィルム（支持体）上に、ポリビニルアル
コール系樹脂を含有する配向膜（中間層）、及び棒状液晶化合物を垂直に配向させた層を
設けた積層型の位相差フィルムが開示されている。
　また、横電界方式は駆動に起因する位相差の影響は小さいものの、配向膜の表面の近傍
に存在する液晶分子には、配向膜から強い配向規制力（アンカリング効果）が働いている
ので、通常の液晶表示装置で用いられる程度の電圧では、これらの液晶分子の配向は変化
しない。すなわち、黒表示を行うための電圧が印加された状態においても、基板面に平行
に配向したままの液晶分子が存在する。この液晶分子は、液晶層に垂直に入射する光に対
してレターデーション（残留レターデーション）を有するため、その影響が少なからずあ
ることが知られている(例えば、特許文献３)。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１０－１０７９５３号公報
【特許文献２】特開２００７－２７９０８３号公報
【特許文献３】特開２００３－２５５３４７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献２に記載された位相差フィルムの光学補償の設計では、高輝度
状態で想定した補償効果が得られないことが分かった。
　ＩＰＳモードの液晶セルにおいて電圧印加時（４５°方向）に白表示を実現するために
は、一般にλ／２程度のΔｎｄ（面内方向のレターデーション）が必要とされる。一方、
実際のセルを組み立て実験してみると、液晶セルの電圧無印加時（配向角０°）のレター
デーション（Δｎｄ’）をλ／２（２７５ｎｍ）にしても、セル電圧印加時はΔｎｄが低
減（目減り）し、白表示における透過率が十分にならないことがわかった。そこで、本発
明者らは無印加状態（０°）におけるセルのΔｎｄ’を増加させ、白表示状態でΔｎｄを
λ／２に調整してみたところ、白表示状態における透過率は獲得できたものの、灰色表示
時の階調反転性や、黒表示時の色味毎の視野角光漏れが悪化することが分かった。
　これは理想的な状態では想定していない、特許文献３等で示されている液晶セルの駆動
時における残留レターデーションに対する検討の必要性を示している。
【０００６】
　したがって、本発明は前記事情に鑑み、白表示時、中間調表示時の状態も考慮した光学
補償の設計を行うことにより、黒表示状態での光漏れを抑えつつ、中間調表示時の階調反
転性が改善された、高コントラストな液晶表示装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは上記課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、一般的に光学補償の設計が
液晶セル内の駆動液晶が最も安定した電界が無印加である黒表示状態で検討されているが
、液晶層の界面付近の配向性や電界が印加された状態においては液晶セル内の電界は部分
的（例えば電極周辺）にセルを挟持する基板に平行に配向が形成されていないなどの理由
から、黒表示時に比べて駆動液晶の配向状態が一様ではない白表示時等の状態を考慮した
光学補償を行う必要性と、複数の位相差層から構成した光学補償領域による精緻な制御の
適用から本発明に至った。
　つまり本発明は、白表示時における理想的なレターデーション値ΔｎｄＷと、黒表示時
（電圧無印加状態）におけるレターデーション値Δｎｄｂとの差；｜Δｎｄｂ－ΔｎｄＷ

｜が残留位相差として存在するため、この残留位相差を考慮した補償を行うことにより、
より高品位の光学補償が備わった液晶表示装置を提供できる。ここで、一般に液晶セルに
は液晶分子が充填されているため膜厚方向の残留位相差は｜Δｎｄｂ－ΔｎｄＷ｜／２で
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表現することが出来る。
　本発明は下記の構成である。
【０００８】
［１］
　第１偏光膜、
　第１位相差領域、
　一対の基板により液晶層が挟持され、黒表示時に上記液晶層の液晶分子が上記一対の基
板の表面に対して平行に配向している液晶セル、
　第２偏光膜
を少なくとも含んでなり、
　第１位相差領域の遅相軸は、第１位相差領域に隣り合う液晶セルの基板の液晶分子の電
圧無印加状態における長軸と直交又は平行に配置され、
　液晶セルは横電界モードで動作する液晶表示装置であって、
　第１位相差領域は互いに異なる位相差値を有する第１の位相差層と第２の位相差層を少
なくとも含み、かつ、下記式１）及び２）を満たす液晶表示装置。
　式１）　０．５×（｜Ｒｔｈ１１｜－｜Ｒｔｈ１２｜）≦｜Δｎｄｂ－ΔｎｄＷ｜／２
≦（｜Ｒｔｈ１１｜－｜Ｒｔｈ１２｜）
　式２）　１．３≦｜Ｒｔｈ１２｜／｜Ｒｅ１２｜＋０．５≦１．６　　　　　　
　Δｎｄｂは黒表示時（電圧無印加状態）における液晶セルが有するレターデーション値
であり、ΔｎｄＷは白表示時（電圧印加状態）における液晶セルが有するレターデーショ
ン値であり、Ｒｔｈ１１は第１位相差領域を構成する第１の位相差層の厚さ方向のレター
デーション値であり、Ｒｅ１２、及びＲｔｈ１２はそれぞれ第１位相差領域を構成する第
２の位相差層の面内方向のレターデーション値、及び厚さ方向のレターデーション値であ
る。
［２］
　液晶セルの黒表示時におけるレターデーション値Δｎｄｂが、２７５ｎｍ＜Δｎｄｂ＜
４５０ｎｍである［１］に記載の液晶表示装置。
［３］
　液晶セルの黒表示時におけるレターデーション値Δｎｄｂが、３２０ｎｍ＜Δｎｄｂ＜
４００ｎｍである［２］に記載の液晶表示装置。
［４］
　液晶セルは、下記式３）及び４）を満たす波長分散特性を有する［１］～［３］のいず
れか１項に記載の液晶表示装置。
　式３）　１．０≦Δｎｄｂ（４５０）／Δｎｄｂ（５５０）≦１．６　
　式４）　０．５≦Δｎｄｂ（６５０）／Δｎｄｂ（５５０）≦１．０
　Δｎｄｂ（λ）は測定波長λ（ｎｍ）における白表示時の液晶セルのレターデーション
値である。
［５］
　第１位相差領域を構成する第１の位相差層は下記式５）及び６）を満たす波長分散特性
を有する［１］～［４］のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
　式５）　１．０５≦Ｒｔｈ１１（４５０）／Ｒｔｈ１１（５５０）≦１．１５
　式６）　０．９０≦Ｒｔｈ１１（６５０）／Ｒｔｈ１１（５５０）≦０．９８
　Ｒｔｈ１１（λ）は測定波長λ（ｎｍ）における第１位相差領域の第１の位相差層の厚
さ方向のレターデーション値である。
［６］
　第１位相差領域を構成する第２の位相差層は下記式７）及び８）を満たす波長分散特性
を有する［１］～［５］のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
　式７）　０．９５≦Ｒｔｈ１２（４５０）／Ｒｔｈ１２（５５０）≦１．１０
　式８）　０．９０≦Ｒｔｈ１２（６５０）／Ｒｔｈ１２（５５０）≦１．０５
　Ｒｔｈ１２（λ）は測定波長λ（ｎｍ）における第１位相差領域の第２の位相差層の厚
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さ方向のレターデーション値である。
［７］
　第１位相差領域を構成する第１の位相差層と第２の位相差層はそれぞれ、Ｒｔｈ１１＜
０、Ｒｔｈ１２＞０のレターデーション値を有する［１］～［６］のいずれか１項に記載
の液晶表示装置。
［８］
　第１位相差領域を構成する第１の位相差層と第２の位相差層は位相差を有しない層が介
在した３層以上の層で構成されてなる［１］～［７］のいずれか１項に記載の液晶表示装
置。
［９］
　第１位相差領域は、
　平均アシル基置換度ＤＳが２．０＜ＤＳ＜２．６のセルロースアシレートを主成分とし
た層、
　ポリビニルアルコール系樹脂、又は極性基を有するアクリル系樹脂を含んでなる層、及
び、
　ホメオトロピック配向した液晶化合物の配向状態を固定させた層、の３層を含んで構成
される［１］～［８］のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
［１０］
　第１位相差領域の総厚みが２０～５０μｍである積層体である［１］～［９］のいずれ
か１項に記載の液晶表示装置。
［１１］
　第１偏光膜及び第２偏光膜の厚みが３～１５μｍである［１］～［１０］のいずれか１
項に記載の液晶表示装置。
［１２］
　第１偏光膜の液晶セルとは反対側に保護フィルムを有し、上記保護フィルム、第１偏光
膜、及び第１位相差領域からなる偏光板の合計膜厚が８０～１２０μｍである［１］～［
１１］のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、ＩＰＳモードの液晶表示装置の白表示時における光学補償に適した光
学特性を提供することができる。
　つまり、本発明の液晶表示装置においては高輝度の表示状態において良質な画像を提供
することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明のＩＰＳ型液晶表示装置の一例の断面模式図である。
【図２】本発明に利用可能な画素領域例を示す概略図である。
【図３】本発明のＩＰＳ型液晶表示装置の他の一例の断面模式図である。
【図４】本発明のＦＦＳ型液晶表示装置の一例の断面模式図である。
【図５】本発明のＦＦＳ型液晶表示装置の他の一例の断面模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明の液晶表示装置の一実施形態及びその構成部材について順次説明する。な
お、本明細書において「～」を用いて表される数値範囲は、「～」の前後に記載される数
値を下限値及び上限値として含む範囲を意味する。
【００１２】
　本明細書において、光学的な軸の関係については、本発明が属する技術分野において許
容される誤差を含むものとする。具体的には、「平行」、「直交」とは、厳密な角度±１
０゜未満の範囲内であることを意味し、±５゜未満であることが好ましく、±３゜未満で
あることがより好ましい。また、「垂直配向」とは、厳密な垂直の角度よりも±２０゜未
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満の範囲内であることを意味し、±１５゜未満であることが好ましく、±１０゜未満であ
ることがより好ましい。また、「遅相軸」は、屈折率が最大となる方向を意味する。
　また、本願において第１位相差領域は複数層からなる積層体であるが、液晶セルとの配
置の関係を検討する場合は、積層体の第１位相差領域を単層の位相差板として見なして検
出される面内方向の遅相軸を遅相軸として取り扱う。
さらに、屈折率の測定波長は特別な記述がない限り、可視光域のλ＝５５０ｎｍでの値と
する。
【００１３】
　本明細書において「偏光板」とは、特に断らない限り、長尺の偏光板及び液晶装置に組
み込まれる大きさに裁断された（本明細書において、「裁断」には「打ち抜き」及び「切
り出し」等も含むものとする）偏光板の両者を含む意味で用いられる。また、本明細書で
は、「偏光膜」及び「偏光板」を区別して用いるが、「偏光板」は「偏光膜」の少なくと
も片面に該偏光膜を保護する透明保護膜を有する積層体を意味するものとする。
【００１４】
　また、本明細書において、Ｒｅ(λ)、Ｒｔｈ(λ)は各々、波長λにおける面内のレター
デーションおよび厚さ方向のレターデーションを表す。本願明細書においては、特に記載
がないときは、波長λは、５５０ｎｍとする。Ｒｅ(λ)はＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたは
ＷＲ（王子計測機器（株）製）において波長λｎｍの光をフィルム法線方向に入射させて
測定される。測定波長λｎｍの選択にあたっては、波長選択フィルターをマニュアルで交
換するか、または測定値をプログラム等で変換して測定するができる。
　測定されるフィルムが１軸または２軸の屈折率楕円体で表されるものである場合には、
以下の方法によりＲｔｈ（λ）は算出される。
　Ｒｔｈ(λ)は前記Ｒｅ(λ)を、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたはＷＲによ
り判断される）を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合にはフィルム面内の任意の
方向を回転軸とする）のフィルム法線方向に対して法線方向から片側５０度まで１０度ス
テップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて全部で６点測定し、その
測定されたレターデーション値と平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値を基にＫＯＢ
ＲＡ　２１ＡＤＨまたはＷＲが算出する。
　上記において、法線方向から面内の遅相軸を回転軸として、ある傾斜角度にレターデー
ションの値がゼロとなる方向をもつフィルムの場合には、その傾斜角度より大きい傾斜角
度でのレターデーション値はその符号を負に変更した後、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたは
ＷＲが算出する。
　尚、遅相軸を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合にはフィルム面内の任意の方
向を回転軸とする）、任意の傾斜した２方向からレターデーション値を測定し、その値と
平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値を基に、以下の式（１）及び式（２）よりＲｔ
ｈを算出することもできる。
【００１５】
【数１】

【００１６】
式（２）
　Ｒｔｈ＝｛（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ｝×ｄ
　上記式中、Ｒｅ（θ）は法線方向から角度θ傾斜した方向におけるレターデーション値
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をあらわし、ｎｘは面内における遅相軸方向の屈折率を表し、ｎｙは面内においてｎｘに
直交する方向の屈折率を表し、ｎｚはｎｘ及びｎｙに直交する方向の屈折率を表す。ｄは
膜厚である。
【００１７】
　測定されるフィルムが１軸や２軸の屈折率楕円体で表現できないもの、いわゆる光学軸
（ｏｐｔｉｃ　ａｘｉｓ）がないフィルムの場合には、以下の方法によりＲｔｈ（λ）は
算出される。
　Ｒｔｈ（λ）は前記Ｒｅ（λ）を、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたはＷＲ
により判断される）を傾斜軸（回転軸）としてフィルム法線方向に対して－５０度から＋
５０度まで１０度ステップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて１１
点測定し、その測定されたレターデーション値と平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚
値を基にＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたはＷＲが算出する。
　上記の測定において、平均屈折率の仮定値は　ポリマーハンドブック（ＪＯＨＮ　ＷＩ
ＬＥＹ＆ＳＯＮＳ，ＩＮＣ）、各種光学フィルムのカタログの値を使用することができる
。平均屈折率の値が既知でないものについてはアッベ屈折計で測定することができる。主
な光学フィルムの平均屈折率の値を以下に例示する：　セルロースアシレート（１．４８
）、シクロオレフィンポリマー（１．５２）、ポリカーボネート（１．５９）、ポリメチ
ルメタクリレート（１．４９）、ポリスチレン（１．５９）である。これら平均屈折率の
仮定値と膜厚を入力することで、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたはＷＲはｎｘ、ｎｙ、ｎｚ
を算出する。この算出されたｎｘ、ｎｙ、ｎｚよりＮｚ＝（ｎｘ－ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ
）が更に算出される。
　なお、本明細書では、特に付記がない限り測定条件は２５℃、６０％ＲＨ下で波長５５
０ｎｍの光での測定による値とする。
【００１８】
　本発明の液晶表示装置は、第１偏光膜と、第１光学補償領域と、第１基板と第２基板で
挟持された液晶層を有する液晶セルと、第２偏光膜とを有し、黒表示時に前記液晶層に含
まれる液晶分子が前記一対の基板の表面に対して平行に配向し、第１位相差領域は異なる
複数の位相差層より構成され、Δｎｄｂは黒表示時（電圧無印加状態）における液晶セル
が有するレターデーション値、ΔｎｄＷは白表示時における液晶セルが有するレターデー
ション値、Ｒｔｈ１１は第１位相差領域を構成する第１の位相差層の厚さ方向のレターデ
ーション値、Ｒｅ１２、Ｒｔｈ１２は第１位相差領域を構成する第２の位相差層の面内方
向と、厚さ方向のレターデーション値とした時に式１)と式２）をともに満た
すことを特徴とする液晶表示装置である。
　式１）　０．５×（｜Ｒｔｈ１１｜－｜Ｒｔｈ１２｜）≦｜Δｎｄｂ－ΔｎｄＷ｜／２
≦（｜Ｒｔｈ１１｜－｜Ｒｔｈ１２｜）
　式２）　１．３≦｜Ｒｔｈ１２｜／｜Ｒｅ１２｜＋０．５≦１．６
　以下、図面を用いて液晶表示装置の態様や構成する各部位について、以下に詳述する。
【００１９】
［液晶表示装置の構成］
　図１は、本発明の横電界方式の液晶表示装置の一実施形態としてＩＰＳ型液晶表示装置
の一例の断面模式図である。
　図１に示す液晶表示装置は、一対の第１偏光膜２０及び第２偏光膜２２と、第１偏光膜
２０に接する第１光学補償領域（第１位相差領域）２４と、ＩＰＳ型液晶セル１０とを少
なくとも備える。
　また、該第２偏光膜２２に接する第２光学補償領域（第２位相差領域）２６は必要に応
じて設けられ、第１偏光膜２０及び第２偏光膜２２の外側（液晶セルとは反対側）表面に
は、通常は偏光膜を保護するための偏光板保護フィルム２８が配置されており、第２偏光
膜２２のさらに外側には、バックライトユニット３０が配置されている。バックライトユ
ニット３０は、光源の他に光の利用効率を上げるための反射板、輝度向上膜や点光源や線
光源を一様な面光源とするための拡散板、プリズムシート、レンズアレイ等の部材を適宜
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含んでなる。
　なお、上記の構成以外に第１偏光膜２０及び第２偏光膜２２の間に配置される光学的に
等方的な機能層、例えば接着剤・粘着剤等は、本願の作用効果に影響を及ぼさないため、
適宜使用することができる。
【００２０】
［液晶セル］
　図１の液晶表示装置では、液晶セル１０は、第１基板１１、ネマチック液晶材料からな
る液晶層１２、及び第２基板１５を有する。液晶層１２は、黒表示時に該ネマチック液晶
材料の液晶分子が一対の基板１１及び１５の表面に対して平行に配向したホモジニアス配
向の液晶セルである。液晶層の厚さｄ（μｍ）と屈折率異方性Δｎとの積Δｎ・ｄは透過
モードにおいて、一般的に２５０ｎｍ～４００ｎｍ程度である。より好ましくは２７０ｎ
ｍ～３９０ｎｍ、さらに好ましくは２８０ｎｍ～３８０ｎｍである。前記Δｎ・ｄが２５
０ｎｍ～４００ｎｍであると、白表示輝度が高く、黒表示輝度が小さいことから、明るく
コントラストの高い表示装置が得られる。
　つまり、Δｎｄｂおよび/またはΔｎｄＷは上記範囲をとる様に制御される。
なお、Δｎ・ｄはΔｎとｄを制御することで調整することができる。具体的には、セルギ
ャップｄは、２．８μｍ超４．５μｍ未満であることが好ましい。前記液晶セルギャップ
ｄはポリマビーズ、ガラスビーズヤファイバー、樹脂製の柱状スペーサーなどを用いて制
御することができる。前記液晶層（液晶セル）を形成する液晶材料は、誘電率異方性△ε
が正のネマティック液晶を用いることができ、そのようなネマティック液晶であれば、特
に限定されない。前記誘電率異方性△εは、その値が大きいほうが、駆動電圧が低減でき
、屈折率異方性△ｎは小さいほうが液晶層の厚み（ギャップ）を厚くでき、液晶の封入時
間が短縮され、かつギャップばらつきを少なくすることができるため好ましい。
　黒表示時の偏光透過軸とその垂直方向の透過率を下げつつ、白表示状態のレターデーシ
ョンを両立する観点から、液晶セルの黒表示時におけるレターデーション値Δｎｄｂが、
２７５ｎｍ＜Δｎｄｂ＜４５０ｎｍであることが好ましく、３２０ｎｍ＜Δｎｄｂ＜４０
０ｎｍであることがより好ましい。
　また、液晶セルは下記式３）及び４）を満たす波長分散特性を発現する液晶化合物を用
いると光学補償の設計上好ましい。
　式３）　１．０≦Δｎｄｂ（４５０）／Δｎｄｂ（５５０）≦１．６
　式４）　０．５≦Δｎｄｂ（６５０）／Δｎｄｂ（５５０）≦１．０
　ここで、Δｎｄｂ（λ）は測定波長λにおける白表示状態の液晶セルのレターデーショ
ン値である。
　基板１１及び１５の液晶層１２に接触する表面には、配向膜（不図示）が形成されてい
て、液晶分子を基板の表面に対して略平行に配向させるとともに配向膜上に施されたラビ
ング処理方向等により、電圧無印加状態もしくは低印加状態における液晶分子配向方向が
制御されている。また、基板１１若しくは１５の内面には、液晶分子に電圧印加可能な（
画素）電極１４、カラーフィルタ１３が形成されている。
【００２１】
　液晶層１２中、電圧無印加状態では、液晶分子はねじれずに、例えば、基板１１及び１
５の内面に形成された配向膜のラビング処理の方向等によって制御され、基板と平行に一
定の水平方向に配向している。電圧を印加すると、面内方向に形成された電界によって、
液晶分子が水平に所定の角度だけ回転して、所定の方向に配向する。電極の形状及び配置
については種々提案されていて、いずれも利用することができる。図２に、液晶層１２の
１画素領域中の液晶分子の配向の一例を模式的に示す。図２は、液晶層１２の１画素に相
当する程度の極めて小さい面積の領域中の液晶分子の配向を、基板１１及び１５の内面に
形成された配向膜のラビング方向４、及び基板１１及び１５の内面に形成された液晶分子
に電圧印加可能な電極２及び３とともに示した模式図の一例である。電界効果型液晶とし
て正の誘電異方性を有するネマチック液晶を用いてアクティブ駆動を行った場合の、電圧
無印加状態若しくは低印加状態での液晶分子配向方向は５ａ及び５ｂであり、この時に黒
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表示が得られる。電極２及び３間に印加されると、電圧に応じて液晶分子は６ａ及び６ｂ
方向へとその配向方向を変える。通常、この状態で白表示を行う。
　上述の様な動作原理から、液晶セルはλ／２板としてのレターデーション値を有するこ
とが好ましく、本発明ではΔｎｄＷは２７５ｎｍとなる様に設計されていることが特に好
ましい。
　なお、液晶セルの構成としては画素内で液晶分子の配向または駆動の方向が異なる領域
を持つマルチドメイン方式と単一の領域でなるシングルドメインがあることが知られてい
るが、本発明の効果はシングルドメインだけでなく、マルチドメインでも同様の階調反転
などに対する改良傾向を示す。
【００２２】
　しかし、液晶層の液晶分子はある程度のプレチルト角を持つものがあるため、完全な水
平配向状態にはなっておらず、法線方向から傾けた軸に対しては、液晶の配向状態は非対
称になっている。また、黒表示時以外の電界が印加された場合は印加された電界は局所的
に基板に平行でない部分が存在するため、液晶分子の配向状態は電界印加時には理想状態
からよりかけ離れた状態となり易いため、電界印加の有無による位相差の残留が懸念され
る。本発明ではこの残留位相差を考慮した光学補償を行うものである。
【００２３】
　本発明の液晶表示装置は、横電界方式（好ましくはＩＰＳ又はＦＦＳ型）の液晶セルを
有する。横電界方式の液晶セルについては、種々の文献に記載があり、いずれの構成も本
発明に適宜採用することができる。表示装置のいずれにおいても得られる。ＩＰＳ型液晶
表示装置は、例えば特開２００３－１５１６０号、特開２００３－７５８５０号、特開２
００３－２９５１７１号、特開２００４－１２７３０号、特開２００４－１２７３１号、
特開２００５－１０６９６７号、特開２００５－１３４９１４号、特開２００５－２４１
９２３号、特開２００５－２８４３０４号、特開２００６－１８９７５８号、特開２００
６－１９４９１８号、特開２００６－２２０６８０号、特開２００７－１４０３５３号、
特開２００７－１７８９０４号、特開２００７－２９３２９０号、特開２００７－３２８
３５０号、特開２００８－３２５１号、特開２００８－３９８０６号、特開２００８－４
０２９１号、特開２００８－６５１９６号、特開２００８－７６８４９号、特開２００８
－９６８１５号等の各公報に記載を参照することができる。
【００２４】
　ＦＦＳ型（以下、ＦＦＳモードともいう）液晶セルは、カウンター電極と画素電極を有
する。これらの電極はＩＴＯ等の透明物質で形成され、及び上・下部基板等の間の間隔よ
り狭い間隔で、電極上部に配置されている液晶分子等が全て駆動することができる程度の
幅で形成されている。この構成により、ＦＦＳモードでは、ＩＰＳモードより向上した開
口率を得ることができ、さらに、電極部分が光透過性であるので、ＩＰＳモードより向上
した透過率を得ることができる。ＦＦＳモード液晶セルについては、例えば特開２００１
－１００１８３号、特開２００２－１４３７４、特開２００２－１８２２３０、特開２０
０３－１３１２４８、特開２００３－２３３０８３号等の各公報の記載を参照することが
できる。
【００２５】
［光学補償領域の配置］
　再び図１において、第１偏光膜２０の吸収軸２０ａと、第２偏光膜２２の吸収軸２２ａ
は直交して配置されている。電圧無印加時には、液晶層１２の液晶分子は、液晶層１２の
遅相軸１２ａが、第２偏光膜２２の吸収軸２２ａと平行になるように水平配向している。
従って、バックライトユニット３０から入射した光は、偏光状態をほぼ維持したまま液晶
層１２を通過し、第１偏光膜２０の吸収軸２０ａで遮光され、黒表示になる。しかし、バ
ックライトユニット３０から入射した光のうち、斜め方向から入射した光に対しては、偏
光膜２０及び２２の吸収軸２０ａ及び２２ａが直交関係からずれているために、光漏れが
生じ、即ち視野角コントラストを低下させることになる。斜め方向からの観察の場合にお
いても同様な現象が生じる。第１偏光膜２０と液晶セル１０との間に配置される第１光学
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補償領域２４は、この光漏れを軽減し、視野角コントラストを改善する作用がある。この
改善の作用は上述の通り、λ／２板の機能を利用してずれた直交関係を補償するものであ
り、この機能を有する光学異方性層であれば特に限定はされないが、好ましくは第１光学
補償領域２４を単層の位相差板とみなした場合の面内レターデーションは、１００～２５
０ｎｍが好ましく、１４０～２３０ｎｍがより好ましく、１９０～２１０ｎｍが特に好ま
しい。
　また、厚さ方向のレターデーションは、－１５０～１０ｎｍが好ましく、－１００～－
１０ｎｍがより好ましく、－５０～－３０ｎｍが特に好ましい。この範囲であると黒表示
時の光漏れ、色味変化を軽減による視野角特性が改善するため好ましい。第１光学補償領
域２４の詳細については後述する。
【００２６】
　第２偏光膜２２と第２基板１５との間に、第２光学補償領域２６が配置されていてもよ
い。
　第１光学補償領域２４による光学補償に問題がない場合には、第２光学補償領域２６は
光学的な機能を有する必要はないため、光に対して作用を及ぼさない様に位相差を有しな
い等方性、またはレターデーション値の低い光学異方性フィルムを偏光板保護フィルムと
して配置するか、第２基板１５に第２偏光膜２２を直接貼りつける様な第２光学補償領域
２６を何も配置しない構成をとることもできる。
【００２７】
　図１の液晶セル１０がＩＰＳモードの場合での液晶表示装置の構成を図示したが、派生
する構成として図３の様なカラーフィルタ等の光学部材を電気要素と積層するＣＯＡ（Co
lor-filter On Array）の構成や、液晶セル１０が前述のＦＦＳモードの場合では液晶層
１２の黒表示時の遅相軸方向がＩＰＳモードとは直交する方向であるため、一般的な構成
としては図４及び図５の構成を取る。構成の配置が一部入れ替わるものの発明によって得
られる効果は変わらないため、以降の説明においても特に区別することなく説明する。
【００２８】
　以下、本発明の液晶表示装置に使用可能な第１光学補償領域等の部材の好ましい光学特
性や部材に用いられる材料、その製造方法等について、詳細に説明する。
【００２９】
［第１光学補償領域］
　本発明における第１光学補償領域（第１位相差領域）は、互いに異なる位相差値を有す
る第１の位相差層と第２の位相差層を少なくとも含む複数の位相差層から構成される積層
体である。これは、位相差値の精緻な制御やそのほかに波長分散特性など所望の特性の制
御をおこなう場合に、単層では設計上極めて困難であるため、機能分離させて構成させた
複数の位相差層を組み合わせて所望の第１光学補償領域の特性を得ることができる。
　ここで、第１位相差領域は異なる複数の位相差層より構成され、下記式１）及び式２）
を満たすことにより、前述の残留位相差の解消又は低減の効果をもたらす。
　式１）　０．５×（｜Ｒｔｈ１１｜－｜Ｒｔｈ１２｜）≦｜Δｎｄｂ－ΔｎｄＷ｜／２
≦（｜Ｒｔｈ１１｜－｜Ｒｔｈ１２｜）
　式２）　１．３≦｜Ｒｔｈ１２｜／｜Ｒｅ１２｜＋０．５≦１．６
　Δｎｄｂは黒表示時（電圧無印加状態）における液晶セルが有するレターデーション値
であり、ΔｎｄＷは白表示時における液晶セルが有するレターデーション値であり、Ｒｔ
ｈ１１は第１位相差領域を構成する第１の位相差層の厚さ方向のレターデーション値であ
り、Ｒｅ１２、及びＲｔｈ１２はそれぞれ第１位相差領域を構成する第２の位相差層の面
内方向のレターデーション値、及び厚さ方向のレターデーション値である。
【００３０】
　第１光学補償領域は、前記光学特性を有する限り、その材料及び形態については特に制
限されない。例えば、複屈折ポリマーフィルムからなる位相差膜、透明支持体上に高分子
化合物を塗布後に加熱した膜、及び透明支持体上に低分子あるいは高分子液晶化合物を塗
布もしくは転写することによって形成された位相差層を有する位相差膜など、いずれも使
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用することができる。また、それぞれを積層した積層体を使用することもできる。
　光学特性としての組合せについても特に限定はなく、ｎｘ＞ｎｚ＞ｎｙの２軸フィルム
（Ｂ－プレート）とｎｘ≒ｎｙ＞ｎｚの［準］一軸性フィルム（負のＣ-プレート）の２
層の組合せ、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの２軸フィルム（Ｂ－プレート）とｎｘ≒ｎｙ＜ｎｚの［
準］一軸性フィルム（正のＣ-プレート）の２層の組合せ、ｎｘ＞ｎｚ＞ｎｙの２軸フィ
ルムとｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの２軸フィルムの組合せ、Ａプレートと負のＣプレート、Ａプレ
ート、正のＣプレートとＡプレート等の多種の構成が挙げられる。なお、光学設計以外の
観点で層が多いと界面が増えて界面での反射や散乱による光の利用効率低下や製造での工
程数増加による適製造適性低下などが懸念されることや、近年の表示装置の薄型化に寄与
するため層数は少ない方が好ましい。
　第１位相差領域の薄型化については、積層体として２０～５０μｍであることが好まし
く、さらに３～１５μｍの偏光膜と対向面に付与する保護フィルムと合わせた偏光板とし
ての厚みが８０～１２０μｍであることが好ましい。
　位相差層の組合せとしては光学設計、製造適性、素材選定などの観点から、ｎｘ＞ｎｙ
＞ｎｚの２軸フィルム（Ｂ－プレート）とｎｘ≒ｎｙ＜ｎｚの［準］一軸性フィルム（正
のＣ-プレート）の２層の組合せを好ましく用いることができる。
【００３１】
　第１位相差領域を構成する第１の位相差層は下記式５）、及び式６）を満たすことが好
ましい。
　第１位相差領域を構成する第２の位相差層は下記式７）、及び式８）を満たすことが好
ましい。これにより、波長分散特性であるカラーシフトの抑制に効果があり、好ましい。
　式５）　１．０５≦Ｒｔｈ１１（４５０）／Ｒｔｈ１１（５５０）≦１．１５
　式６）　０．９０≦Ｒｔｈ１１（６５０）／Ｒｔｈ１１（５５０）≦０．９８
　式７）　０．９５≦Ｒｔｈ１２（４５０）／Ｒｔｈ１２（５５０）≦１．１０
　式８）　０．９０≦Ｒｔｈ１２（６５０）／Ｒｔｈ１２（５５０）≦１．０５
　なお、Ｒｔｈ１１（λ）は測定波長λにおける第１位相差領域の第１の位相差層の厚さ
方向のレターデーション値であり、Ｒｔｈ１２（λ）は測定波長λにおける第１位相差領
域の第２の位相差層の厚さ方向のレターデーション値である。
【００３２】
　実装形態での光漏れ、色味変化の観点から、第１位相差領域を構成する第１の位相差層
と第２の位相差層はそれぞれ、Ｒｔｈ１１＜０、Ｒｔｈ１２＞０のレターデーション値を
有することが好ましい。
【００３３】
　第１位相差領域と第２の位相差層との密着性の観点から、第１位相差領域を構成する第
１の位相差層と第２の位相差層は位相差を有しない層が介在した３層以上の層で構成され
てなることが好ましい。
　特に、第１位相差領域は、
　平均アシル基置換度ＤＳが２．０＜ＤＳ＜２．６のセルロースアシレートを主成分とし
た層（「支持体」とも呼ぶ）、
　ポリビニルアルコール系樹脂、又は極性基を有するアクリル系樹脂を含んでなる層（「
中間層」とも呼ぶ）、及び、
　ホメオトロピック配向した液晶化合物の配向状態を固定させた層（「位相差層」とも呼
ぶ）、の３層を含んで構成されることが好ましい。
　上記位相差層が第１の位相差層に対応し、上記支持体が第２の位相差層に対応する。
【００３４】
　以下に、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの２軸フィルム（Ｂ－プレート）とｎｘ≒ｎｙ＜ｎｚの［準
］一軸性フィルム（正のＣ-プレート）の２層の組合せの第１光学補償領域の具体例とし
て、２軸フィルムにセルロースアシレートフィルムを、正のＣ-プレートを棒状の液晶化
合物をホメオトロピック配向させたのち固定化した位相差層の組合せた構成を一例に挙げ
て説明する。
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【００３５】
　具体的な構成としては、セルロースアシレートよりなる２軸フィルムと棒状の液晶化合
物を含む組成物を塗布して、液晶化合物の配向状態を固定してなる積層体である。
　この積層体は、Ｒｅ１２＝８０～１５０ｎｍ、Ｒｔｈ１２＝－１００～１０ｎｍ、｜Ｒ
ｔｈ／Ｒｅ｜＝０．８～１．１である２０μｍ～５０μｍの２軸フィルム（Ｂ－プレート
）上に、Ｒｅ１１が－１０ｎｍ～１０ｎｍであり、Ｒｔｈ１１が－２５０ｎｍ～－１００
ｎｍである０．５～２．０μｍの［準］一軸性フィルム（正のＣ-プレート）の位相差層
が設けられた構成となる。
　この２層からなる積層体はＲｅが１００～２５０ｎｍ、Ｒｔｈが－１５０～１０ｎｍと
してふるまう特性を示す第１位相差領域となる。
【００３６】
［支持体］
　上記支持体としては、セルロースアシレートフィルムが好ましい。
［セルロースアシレート］
　セルロースアシレートとしては、セルロースアシレート化合物、及び、セルロースを原
料として生物的或いは化学的に官能基を導入して得られるアシル置換セルロース骨格を有
する化合物が挙げられる。
【００３７】
　セルロースアシレートは、セルロースと酸とのエステルである。前記エステルを構成す
る酸としては、有機酸が好ましく、カルボン酸がより好ましく、炭素原子数が２～２２の
脂肪酸がさらに好ましく、炭素原子数が２～４の低級脂肪酸であることが最も好ましい。
【００３８】
［セルロースアシレートのアシル置換度］
　本発明におけるセルロースアシレートはセルロースの水酸基がアシル化されたものであ
る。
　本発明におけるセルロースアシレートは、平均アシル基置換度ＤＳが、２．００＜ＤＳ
＜２．６０を満たすセルロースアシレートを主成分として含有することが好ましい。
　ここで、「主成分として」とは、単一のポリマーからなる場合には、そのポリマーのこ
とを示し、複数のポリマーからなる場合には、構成するポリマーのうち、最も質量分率の
高いポリマーのことを示す。
　セルロースアシレートにおける、セルロースの水酸基への置換度の測定については特に
限定されないが、セルロースの水酸基に置換する酢酸及び／又は炭素数３～２２の脂肪酸
の結合度を測定し、計算によって置換度を得ることができる。測定方法としては、ＡＳＴ
ＭＤ－８１７－９１に準じて実施することができる。
【００３９】
　セルロースアシレートのアシル置換度をＤＳとすると、２．００＜ＤＳ＜２．６０であ
ることが好ましく、２．００＜ＤＳ＜２．５０がより好ましく、２．１０＜ＤＳ＜２．５
０が更に好ましく、２．２０＜ＤＳ＜２．４５が特に好ましい。
　アシル置換度が２．００より大きいことで、湿度安定性、偏光板耐久性の点で十分であ
り、アシル置換度が２．６０未満であることで、光学特性の発現性に優れ、有機溶媒への
溶解性、添加剤として用いる場合がある重縮合体との相溶性に優れたセルロースアシレー
トとすることができ好ましい。
【００４０】
　セルロースアシレートが有するアシル基としては、脂肪族アシル基でも芳香族アシル基
でもよく特に限定されず、単一でも２種類以上の混合物でもよい。アシル基の炭素数は２
～２２が好ましく、炭素数２又は３が特に好ましい。アシル基としては、例えばセルロー
スのアルキルカルボニルエステル、アルケニルカルボニルエステル、芳香族カルボニルエ
ステル、又は芳香族アルキルカルボニルエステルなどであり、それぞれさらに置換された
基を有していてもよい。これらの好ましいアシル基としては、アセチル基、プロピオニル
基、ブタノイル基、へプタノイル基、ヘキサノイル基、オクタノイル基、デカノイル基、
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ドデカノイル基、トリデカノイル基、テトラデカノイル基、ヘキサデカノイル基、オクタ
デカノイル基、ｉ－ブタノイル基、ｔ－ブタノイル基、シクロヘキサンカルボニル基、オ
レオイル基、ベンゾイル基、ナフチルカルボニル基、シンナモイル基などを挙げることが
できる。これらの中でも、アセチル基、プロピオニル基、ブタノイル基、ドデカノイル基
、オクタデカノイル基、ｔ－ブタノイル基、オレオイル基、ベンゾイル基、ナフチルカル
ボニル基、シンナモイル基などが好ましく、アセチル基、プロピオニル基、ブタノイル基
がより好ましい。更に好ましい基はアセチル基、プロピオニル基であり、最も好ましい基
はアセチル基である。
【００４１】
〔セルロースアシレートフィルムの製造〕
　本発明に用いることができる位相差フィルムが有する支持体は、前記セルロースアシレ
ートを含有してなるセルロースアシレートフィルムであることが好ましい。
　セルロースアシレートフィルムの製造方法は、ドープを支持体上に流延し溶媒を蒸発さ
せてセルロースアシレートフィルムを形成する製膜工程、及びその後当該フィルムを延伸
する延伸工程、さらにその後得られたフィルムを乾燥する乾燥工程、さらに、該乾燥工程
終了後、１５０～２００℃の温度で１分以上熱処理する工程を有することが好ましい。
【００４２】
（製膜工程）
　本発明においては、公知のセルロースアシレートフィルムを成膜する方法等を広く採用
でき、溶液流延製膜方法により製造することが好ましい。溶液流延製膜方法では、セルロ
ースアシレートを有機溶媒に溶解した溶液（ドープ）を用いてフィルムを製造することが
できる。
　有機溶媒は、炭素原子数が３～１２のエーテル、炭素原子数が３～１２のケトン、炭素
原子数が３～１２のエステル及び炭素原子数が１～６のハロゲン化炭化水素から選ばれる
溶媒を含むことが好ましい。エーテル、ケトン及びエステルは、環状構造を有していても
よい。エーテル、ケトン及びエステルの官能基（すなわち、－Ｏ－、－ＣＯ－及びＣＯＯ
－）のいずれかを２つ以上有する化合物も、有機溶媒として用いることができる。有機溶
媒は、アルコール性水酸基のような他の官能基を有していてもよい。２種類以上の官能基
を有する有機溶媒の場合、その炭素原子数は、いずれかの官能基を有する化合物の規定範
囲内であればよい。
【００４３】
　炭素原子数が３～１２のエーテル類の例には、ジイソプロピルエーテル、ジメトキシメ
タン、ジメトキシエタン、１，４－ジオキサン、１，３－ジオキソラン、テトラヒドロフ
ラン、アニソール及びフェネトールが含まれる。
　炭素原子数が３～１２のケトン類の例には、アセトン、メチルエチルケトン、ジエチル
ケトン、ジイソブチルケトン、シクロヘキサノン及びメチルシクロヘキサノンが含まれる
。
　炭素原子数が３～１２のエステル類の例には、エチルホルメート、プロピルホルメート
、ペンチルホルメート、メチルアセテート、エチルアセテート及びペンチルアセテートが
含まれる。
　２種類以上の官能基を有する有機溶媒の例には、２－エトキシエチルアセテート、２－
メトキシエタノール及び２－ブトキシエタノールが含まれる。
　ハロゲン化炭化水素の炭素原子数は、１又は２であることが好ましく、１であることが
最も好ましい。ハロゲン化炭化水素のハロゲンは、塩素であることが好ましい。ハロゲン
化炭化水素の水素原子が、ハロゲンに置換されている割合は、２５～７５モル％であるこ
とが好ましく、３０～７０モル％であることがより好ましく、３５～６５モル％であるこ
とがさらに好ましく、４０～６０モル％であることが最も好ましい。メチレンクロリドが
、代表的なハロゲン化炭化水素である。
　２種類以上の有機溶媒を混合して用いてもよい。
【００４４】
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　一般的な方法でセルロースアシレート溶液を調製できる。一般的な方法とは、０℃以上
の温度（常温又は高温）で、処理することを意味する。溶液の調製は、通常の溶液流延製
膜方法におけるドープの調製方法及び装置を用いて実施することができる。なお、一般的
な方法の場合は、有機溶媒としてハロゲン化炭化水素（特に、メチレンクロリド）を用い
ることが好ましい。
　セルロースアシレートの量は、得られる溶液中に１０～４０質量％含まれるように調整
する。セルロースアシレートの量は、１０～３０質量％であることがさらに好ましい。有
機溶媒（主溶媒）中には、後述する任意の添加剤を添加しておいてもよい。
　溶液は、常温（０～４０℃）でセルロースアシレートと有機溶媒とを攪拌することによ
り調製することができる。高濃度の溶液は、加圧及び加熱条件下で攪拌してもよい。具体
的には、セルロースアシレートと有機溶媒とを加圧容器に入れて密閉し、加圧下で溶媒の
常温における沸点以上、かつ溶媒が沸騰しない範囲の温度に加熱しながら攪拌する。加熱
温度は、通常は４０℃以上であり、好ましくは６０～２００℃であり、さらに好ましくは
８０～１１０℃である。
【００４５】
　調製したセルロースアシレート溶液（ドープ）から、溶液流延製膜方法によりセルロー
スアシレテートフィルムを製造することができる。
　ドープは、ドラム又はバンド上に流延し、溶媒を蒸発させてフィルムを形成する。流延
前のドープは、固形分量が１８～３５質量％となるように濃度を調整することが好ましい
。ドラム又はバンドの表面は、鏡面状態に仕上げておくことが好ましい。溶液流延製膜方
法における流延及び乾燥方法については、米国特許２３３６３１０号、同２３６７６０３
号、同２４９２０７８号、同２４９２９７７号、同２４９２９７８号、同２６０７７０４
号、同２７３９０６９号、同２７３９０７０号、英国特許６４０７３１号、同７３６８９
２号の各明細書、特公昭４５－４５５４号、同４９－５６１４号、特開昭６０－１７６８
３４号、同６０－２０３４３０号、同６２－１１５０３５号の各公報に記載がある。
【００４６】
　ドープは、表面温度が１０℃以下のドラム又はバンド上に流延することが好ましい。流
延してから２秒以上風に当てて乾燥することが好ましい。得られたフィルムをドラム又は
バンドから剥ぎ取り、さらに１００℃から１６０℃まで逐次温度を変えた高温風で乾燥し
て残留溶媒を蒸発させることもできる。以上の方法は、特公平５－１７８４４号公報に記
載がある。この方法によると、流延から剥ぎ取りまでの時間を短縮することが可能である
。この方法を実施するためには、流延時のドラム又はバンドの表面温度においてドープが
ゲル化することが必要である。
【００４７】
（共流延）
　本発明に用いることができるセルロースアシレートフィルムは、溶液流延製膜方法によ
り製膜した後、延伸することにより製造したものであることが好ましい。また、溶液流延
製膜が共流延により、同時又は逐次で多層流延製膜であることが好ましい。所望のレター
デーション値を有するフィルムとすることができるためである。
　本発明では得られたセルロースアシレート溶液を、金属支持体としての平滑なバンド上
或いはドラム上に単層液として流延してもよいし、２層以上の複数のセルロースアシレー
ト溶液を流延してもよい。複数のセルロースアシレート溶液を流延する場合、金属支持体
の進行方向に間隔を置いて設けた複数の流延口からセルロースアシレートを含む溶液をそ
れぞれ流延させて積層させながらフィルムを作製してもよく、例えば特開昭６１－１５８
４１４号、特開平１－１２２４１９号、特開平１１－１９８２８５号の各公報などに記載
の方法が適応できる。また、２つの流延口からセルロースアシレート溶液を流延すること
によってもフィルム化することでもよく、例えば特公昭６０－２７５６２号、特開昭６１
－９４７２４号、特開昭６１－９４７２４５号、特開昭６１－１０４８１３号、特開昭６
１－１５８４１３号、特開平６－１３４９３３号の各公報に記載の方法で実施できる。ま
た、特開昭５６－１６２６１７号公報に記載の高粘度セルロースアシレート溶液の流れを
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低粘度のセルロースアシレート溶液で包み込み、その高，低粘度のセルロースアシレート
溶液を同時に押出すセルロースアシレートフィルム流延方法でもよい。更に又、特開昭６
１－９４７２４号、特開昭６１－９４７２５号の各公報に記載の表面側の溶液が内側の溶
液よりも貧溶媒であるアルコール成分を多く含有させることも好ましい態様である。
【００４８】
　あるいは、また、２個の流延口を用いて、第一の流延口により金属支持体に成型したフ
ィルムを剥離し、金属支持体面に接していた側に第二の流延を行なうことでより、フィル
ムを作製することでもよく、例えば特公昭４４－２０２３５号公報に記載されている方法
である。流延するセルロースエステル溶液は同一の溶液でもよいし、異なるセルロースア
シレート溶液でもよく特に限定されない。複数のセルロースアシレート層に機能を持たせ
るために、その機能に応じたセルロースアシレート溶液を、それぞれの流延口から押出せ
ばよい。さらの本発明に用いることができるセルロースエステル溶液は、他の機能層（例
えば、接着層、染料層、帯電防止層、アンチハレーション層、ＵＶ吸収層、偏光層など）
を同時に流延することも実施しうる。
【００４９】
　従来の単層液では、必要なフィルム厚さにするためには高濃度で高粘度のセルロースア
シレート溶液を押出すことが好ましく、その場合セルロースアシレート溶液の安定性が悪
くて固形物が発生し、ブツ故障となったり、平面性が不良であったりして問題となること
が多かった。この解決として、複数のセルロースアシレート溶液を流延口から流延するこ
とにより、高粘度の溶液を同時に金属支持体上に押出すことができ、平面性も良化し優れ
た面状のフィルムが作製できるばかりでなく、濃厚なセルロースアシレート溶液を用いる
ことで乾燥負荷の低減化が達成でき、フィルムの生産スピードを高めることができる。
【００５０】
　共流延の場合、置換度の異なるセルロースアシレート溶液を共流延して、積層構造のセ
ルロースエステルフィルムを作製することもできる。
　また、後述の可塑剤、紫外線吸収剤、微粒子等の添加剤濃度が異なるセルロースアシレ
ート溶液を共流延して、積層構造のセルロースアシレートフィルムを作製することもでき
る。例えば、微粒子は、表面層に多く、又は表面層のみに入れることが出来る。可塑剤、
紫外線吸収剤は表面層よりも内部層に多くいれることができ、内部層のみにいれてもよい
。又、内部層と表面層で可塑剤、紫外線吸収剤の種類を変更することもでき、例えば表面
層に低揮発性の可塑剤及び／又は紫外線吸収剤を含ませ、内部層に可塑性に優れた可塑剤
、或いは紫外線吸収性に優れた紫外線吸収剤を添加することもできる。また、剥離剤を金
属支持体側の表面層のみ含有させることも好ましい態様である。また、冷却ドラム法で金
属支持体を冷却して溶液をゲル化させるために、表面層に貧溶媒であるアルコールを内部
層より多く添加することも好ましい。表面層と内部層のＴｇが異なっていても良く、表面
層のＴｇより内部層のＴｇが低いことが好ましい。又、流延時のセルロースアシレートを
含む溶液の粘度も表面層と内部層で異なっていても良く、表面層の粘度が内部層の粘度よ
りも小さいことが好ましいが、内部層の粘度が表面層の粘度より小さくてもよい。
【００５１】
　支持体は、主成分である、平均アシル基置換度ＤＳが、２．０＜ＤＳ＜２．６を満たす
セルロースアシレートと、更に、平均アシル置換度が２．６～３．０のセルロースアシレ
ートとを積層してなる支持体であることが、金属支持体からの剥離の観点から好ましい。
【００５２】
（膜厚）
　本発明に用いることができる位相差フィルムにおける支持体であるセルロースアシレー
トフィルムの膜厚は１０μｍ～８０μｍが好ましく、２０μｍ～６０μｍがより好ましく
、２０μｍ～４０μｍがさらに好ましい。膜厚が２０μｍ以上であれば偏光板等に加工す
る際のハンドリング性や偏光板のカール抑制の点で好ましい。また、本発明に用いること
ができるセルロースエステルフィルムの膜厚むらは、搬送方向及び幅方向のいずれも０～
２％であることが好ましく、０～１．５％がさらに好ましく、０～１％であることが特に
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好ましい。
【００５３】
（フィルムのヘイズ）
　本発明に用いることができるセルロースアシレートフィルムおよび位相差フィルムのヘ
イズは、０．０１～１．０％であることが好ましい。より好ましくは０．０５～０．８％
であり、０．１～０．７％であることがさらに好ましい。光学フィルムとしてフィルムの
透明性が高いと光源からの光量を無駄なく利用できるため、好ましい。ヘイズの測定は、
ヘイズメーター“ＨＧＭ－２ＤＰ”｛スガ試験機（株）製｝を用いＪＩＳＫ－６７１４に
従って測定することができる。
【００５４】
（フィルムの寸度変化）
　本発明に用いることができるセルロースアシレートフィルムの寸度安定性は、６０℃、
９０％ＲＨの条件下に２４時間静置した場合（高湿）の寸度変化率、及び８０℃、５％Ｒ
Ｈの条件下に２４時間静置した場合（高温）の寸度変化率が、いずれも０．５％以下であ
ることが好ましい。より好ましくは０．３％以下であり、さらに好ましくは０．１５％以
下である。
【００５５】
（添加剤）
　本発明に用いることができる位相差フィルムの支持体は、下記ｉ）及びｉｉ）からなる
群より選択される少なくとも１種の化合物を含有する。
　これらの化合物の添加によって、疎水性の付与による透湿性や含水率の調整や可塑性の
付与による機械的物性の調整などが容易となる。
　ｉ）少なくとも一種の芳香族ジカルボン酸残基を含む平均炭素数が５．５以上１０．０
以下のジカルボン酸残基を含む重縮合エステル
　ｉｉ）ヒドロキシル基の少なくとも１つが芳香族エステル化されたピラノース構造また
はフラノース構造を１個～１２個含む糖エステル
【００５６】
　ｉ）及びｉｉ）の化合物は、可塑剤としての機能を有しているが、前述のアシル基置換
度ＤＳが２．００＜ＤＳ＜２．６０を満たすセルロースアシレートにこれらの化合物を添
加したセルロースアシレートフィルムを含む位相差フィルムを、偏光板保護フィルムとし
て用いることで、偏光板耐久性を改良できる。
【００５７】
〔ｉ）重縮合エステル〕
　ｉ）少なくとも一種の芳香族ジカルボン酸残基を含む平均炭素数が５．５以上１０．０
以下のジカルボン酸残基を含む重縮合エステルは、少なくとも一種の芳香環を有するジカ
ルボン酸（芳香族ジカルボン酸とも呼ぶ）と、少なくとも一種のジオールとから得られる
化合物である。
　重縮合エステルの具体的な構成や特徴は特開２０１２－５６９９５号公報の［００３９
］～［００５４］段落を参照することができる。
【００５８】
　セルロースアシレートフィルムにおける重縮合エステルの含有量は、セルロースアシレ
ートに対して１～３０質量％であることが好ましく、３～２５質量％であることがより好
ましく、５～２０質量％であることが更に好ましい。
【００５９】
〔ｉｉ）糖エステル〕
　ｉｉ）ヒドロキシル基の少なくとも１つが芳香族エステル化されたピラノース構造また
はフラノース構造を１個～１２個含む糖エステル（「ｉｉ）糖エステル」とも記載する）
について説明する。
　糖エステル化合物をセルロースアシレートフィルムに添加することにより、光学特性の
発現性を損なわず、延伸後に湿熱処理を行ったときの内部ヘイズを悪化させない。さらに
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、本発明に用いることができるセルロースアシレートフィルムを液晶表示装置に用いるこ
とにより、正面コントラストを大幅に改良できる。
　糖エステルの具体的な構成や特徴は特開２０１２－５６９９５号公報の［０１００］～
［０１２４］段落を参照することができる。
【００６０】
　前記糖エステル化合物は、セルロースアシレートに対し２～３０質量％含有することが
好ましく、３～２５質量％含有することがより好ましく、５～２０質量％含有することが
特に好ましい。
　また、後述する固有複屈折が負の添加剤を前記糖エステル化合物と併用する場合は、固
有複屈折が負の添加剤の添加量（質量部）に対する前記糖エステル化合物の添加量（質量
部）は、２～１０倍（質量比）加えることが好ましく、３～８倍（質量比）加えることが
より好ましい。
　また、後述するポリエステル系可塑剤を前記糖エステル化合物と併用する場合は、ポリ
エステル系可塑剤の添加量（質量部）に対する前記糖エステル化合物の添加量（質量部）
は、２～１０倍（質量比）加えることが好ましく、３～８倍（質量比）加えることがより
好ましい。
　なお、前記糖エステル化合物は、単独で用いても、二種類以上を併用してもよい。
【００６１】
　セルロースアシレートフィルムには、各調製工程において用途に応じた種々の低分子、
高分子添加剤（例えば、劣化防止剤、紫外線防止剤、レターデーション（光学異方性）調
節剤、剥離促進剤、赤外吸収剤、微粒子など）を加えることができ、それらは固体でもよ
く油状物でもよい。すなわち、その融点や沸点において特に限定されるものではない。具
体的な化合物の例示としては特開２０１２－５６９９５号公報の［００５５］～［００９
９］段落を参照することができる。またその添加する時期はセルロースアシレート溶液（
ドープ）作製工程において何れで添加しても良いが、ドープ調製工程の最後の調製工程に
添加剤を添加し調製する工程を加えて行ってもよい。更にまた、各素材の添加量は機能が
発現する限りにおいて特に限定されない。また、セルロースアシレート系樹脂層が多層か
ら形成される場合、各層の添加物の種類や添加量が異なってもよい。
【００６２】
（レターデーション発現剤）
　レターデーション値を発現するため、少なくとも二つの芳香族環を有する化合物をレタ
ーデーション発現剤として用いることができる。
　少なくとも２つ以上の芳香環を有する化合物は一様配向した場合に光学的に正の１軸性
を発現することが好ましく、２つの芳香族環が剛性部を形成し、さらに液晶性を示す化合
物であることが好ましい。
　少なくとも２つ以上の芳香環を有する化合物の分子量は、３００ないし１２００である
ことが好ましく、４００ないし１０００であることがより好ましい。
　光学特性とくにＲｅを好ましい値に制御するには、延伸が有効である。Ｒｅの上昇はフ
ィルム面内の屈折率異方性を大きくすることが必要であり、一つの方法が延伸によるポリ
マーフィルムの主鎖配向の向上である。また、屈折率異方性の大きな化合物を添加剤とし
て用いることで、さらにフィルムの屈折率異方性を上昇することが可能である。例えば上
記の２つ以上の芳香環を有する化合物は、延伸によりポリマー主鎖が並ぶ力が伝わること
で該化合物の配向性も向上し、所望の光学特性に制御することが容易となる。
【００６３】
　少なくとも２つの芳香環を有する化合物としては、例えば特開２００３－３４４６５５
号公報に記載のトリアジン化合物、特開２００２－３６３３４３号公報に記載の棒状化合
物、特開２００５－１３４８８４及び特開２００７－１１９７３７号公報に記載の液晶化
合物等が挙げられる。より好ましくは、上記トリアジン化合物又は棒状化合物である。
　少なくとも２つの芳香環を有する化合物は２種以上を併用して用いることもできる。
【００６４】
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　支持体に、下記一般式（ＩＩＩＡ）又は（ＩＩＩＢ）で表される化合物をレターデーシ
ョン発現剤として含むことが好ましい。下記一般式（ＩＩＩＡ）又は（ＩＩＩＢ）で表さ
れる化合物を含むことで、単位膜厚当たりの光学特性の発現性が向上し、薄膜化に貢献で
きる。
【００６５】
【化１】

　　
【００６６】
　Ｒ５～Ｒ７は、各々独立に、－ＯＣＨ３、又は－ＣＨ３を表す。
　Ｒ５’～Ｒ７’は、各々独立に、－ＯＣＨ３、又は－ＣＨ３を表す。
【００６７】
　少なくとも２つの芳香環を有する化合物の添加量はセルロースエステルに対して質量比
で０．０５％以上１０％以下が好ましく、０．５％以上８％以下がより好ましく、１％以
上５％以下がさらに好ましい。
【００６８】
［その他の添加剤］
　セルロースアシレートフィルム中には、その他に酸化防止剤、剥離促進剤、微粒子など
の添加剤を加えることができる。
【００６９】
［酸化防止剤］
　本発明の位相差フィルムは、酸化による解重合等の劣化を防ぐために酸化防止剤を用い
ることができる。使用可能な酸化防止剤としては、特開２０１２－１８１５１６号公報の
段落［０１２０］に記載のフェノール系あるいはヒドロキノン系酸化防止剤やリン系酸化
防止が挙げられる。酸化防止剤の添加量は、セルロースアシレート１００質量部に対して
、０．０５～５．０質量部を添加することが好ましい。
【００７０】
（剥離促進剤）
　セルロースアシレートフィルムの流延用金属支持体からの剥離抵抗を小さくする添加剤
としては界面活性剤に効果の顕著なものが多くみつかっている。好ましい剥離剤としては
燐酸エステル系の界面活性剤、カルボン酸あるいはカルボン酸塩系の界面活性剤、スルホ
ン酸あるいはスルホン酸塩系の界面活性剤、硫酸エステル系の界面活性剤が効果的である
。また上記界面活性剤の炭化水素鎖に結合している水素原子の一部をフッ素原子に置換し
たフッ素系界面活性剤も有効である。
　具体的な例としては特開２０１２－１８１５１６号公報の段落［０１２４］～［０１３
８］の（有機酸）の項に記載の化合物を参考することができる。
　剥離剤の添加量はセルロースエステルに対して０．０５～５質量％が好ましく、０．１
～２質量％が更に好ましく、０．１～０．５質量％が最も好ましい。



(20) JP 2014-29463 A 2014.2.13

10

20

30

40

50

【００７１】
［微粒子］
　本発明の位相差フィルムには、フィルムすべり性、および安定製造の観点から微粒子を
含めることができる。これら微粒子はマット剤と称されることがあり、無機化合物であっ
ても、有機化合物であってもよい。
　これら微粒子の好ましい例としては、具体的な例としては特開２０１２－１７７８９４
号公報の段落［００２４］～［００２７］の（マット剤微粒子）の項や、特開２０１２－
１８１５１６号公報の段落［０１２２］～［０１２３］の（マット剤）の項に記載の微粒
子を参考することができる。
　これらの微粒子は光の波長よりも小さいため、多量に添加しなければフィルムのヘイズ
が大きくならず、実際にＬＣＤに使用した場合、コントラストの低下、輝点の発生等の不
都合が生じにくい。また、少なすぎなければ上記のキシミ、耐擦傷性を実現することがで
きる。これらの観点から、セルロースアシレートフィルム中、０．０１～５．０質量％の
割合で含めることが好ましく、０．０３～３．０質量％の割合で含めることがより好まし
く、０．０５～１．０質量％の割合で含めることが特に好ましい。
【００７２】
［中間層］
　２層の位相差層を積層させる場合に両者の密着性の改善や界面（積層時の表面）状態を
制御するために任意の層を介在させることができる。（以降、この層を中間層と称する。
）
　中間層は、ポリビニルアルコール樹脂、又は、極性基を有するアクリル樹脂を含有して
なる層が好ましい。
【００７３】
（ポリビニルアルコール樹脂）
　中間層の材料として、ポリビニルアルコール樹脂を用いることができ、ポリビニルアル
コール樹脂としては、変性又は未変性のポリビニルアルコールを使用することができる。
　垂直配向膜として公知の材料のみならず、水平配向膜として公知の材料から選択するこ
ともできる。変性又は未変性ポリビニルアルコールは、水平配向膜としても用いられてい
るが、後述のオニウム化合物を位相差層形成用組成物中に添加することで、オニウム化合
物と当該中間層との作用、及びオニウム化合物と液晶化合物との作用等により、液晶分子
を中間層界面でホメオトロピック配向させることができる。変性ポリビニルアルコールの
中でも、重合性基を有する単位を含む変性ポリビニルアルコールを含有する中間層を用い
ると、位相差層との密着性をさらに改善できるので好ましい。
　ビニル部分、オキシラニル部分またはアジリジニル部分を有する基で、少なくとも一個
のヒドロキシル基が置換されたポリビニルアルコールが好ましく、例えば、特許第３９０
７７３５号公報の段落番号［００７１］～［００９５］に記載の変性ポリビニルアルコー
ルが好ましい。
【００７４】
（極性基を有するアクリル樹脂）
　中間層の材料として、極性基を有するアクリル樹脂を用いることもできる。中間層を極
性基を有するアクリル樹脂を用いて形成する場合、支持体であるセルロースアシレートフ
ィルムに鹸化処理を施さなくても十分な密着性が得られるため、位相差フィルムの製造プ
ロセスが簡略化でき、生産性の観点で好ましい。
【００７５】
　極性基を有するアクリル樹脂は、極性基と（メタ）アクリロイル基を含有する化合物に
由来する繰り返し単位を含む樹脂であることが好ましい。
　なお、本発明においてアクリロイル基及びメタクリロイル基の総称として「（メタ）ア
クリロイル基」と表記する。
　極性基とは、互いに結合している２原子の電気陰性度の差が大きいことを示し、具体的
には、水酸基、カルボニル基、カルボキシル基、アミノ基、ニトロ基、アンモニウム基、
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及びシアノ基からなる群より選択される少なくとも１つの極性基が挙げられ、特に水酸基
が好ましい。
　本発明における極性基を有するアクリル樹脂は、極性基を有さない繰り返し単位を含ん
でいてもよいし、（メタ）アクリロイル基を含有する化合物に由来する繰り返し単位以外
の繰り返し単位を含んでいてもよい。
【００７６】
　極性基を有するアクリル樹脂は、支持体層との密着性が向上する観点から、１分子中に
３つ以上の官能基を有する化合物に由来する繰り返し単位と、極性基と１つの（メタ）ア
クリロイル基を含有する化合物に由来する繰り返し単位とを有する樹脂であることが好ま
しい。
【００７７】
（１分子中に３つ以上の官能基を有する化合物）
　１分子中に３つ以上の官能基を有する化合物としては、（メタ）アクリロイル基、ビニ
ル基、スチリル基、アリル基等の重合性官能基（重合性の不飽和二重結合）を有する化合
物が挙げられ、中でも、（メタ）アクリロイル基及び－Ｃ（Ｏ）ＯＣＨ＝ＣＨ２を有する
化合物が好ましい。特に好ましくは下記の１分子内に３つ以上の（メタ）アクリロイル基
を含有する化合物である。
【００７８】
　重合性の官能基を有する化合物の具体例としては、アルキレングリコールの（メタ）ア
クリル酸ジエステル類、ポリオキシアルキレングリコールの（メタ）アクリル酸ジエステ
ル類、多価アルコールの（メタ）アクリル酸ジエステル類、エチレンオキシドあるいはプ
ロピレンオキシド付加物の（メタ）アクリル酸ジエステル類、エポキシ（メタ）アクリレ
ート類、ウレタン（メタ）アクリレート類、ポリエステル（メタ）アクリレート類等を挙
げることができる。
【００７９】
　中でも、多価アルコールと（メタ）アクリル酸とのエステル類が好ましい。例えば、ペ
ンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）ア
クリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ＥＯ変性トリメチロー
ルプロパントリ（メタ）アクリレート、ＰＯ変性トリメチロールプロパントリ（メタ）ア
クリレート、ＥＯ変性リン酸トリ（メタ）アクリレート、トリメチロールエタントリ（メ
タ）アクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエ
リスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アク
リレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトール
ヘキサ（メタ）アクリレート、１，２，３－シクロヘキサンテトラメタクリレート、ウレ
タンアクリレート、ポリエステルポリアクリレート、カプロラクトン変性トリス（アクリ
ロキシエチル）イソシアヌレート等が挙げられる。
【００８０】
　１分子中に３つ以上の官能基を有する化合物としては市販されているものを用いること
もできる。例えば、（メタ）アクリロイル基を有する多官能アクリレート系化合物類とし
ては、日本化薬（株）製ＫＡＹＡＲＡＤ　ＰＥＴ３０、ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＨＡ、同Ｄ
ＰＣＡ－３０、同ＤＰＣＡ－１２０を挙げることができる。また、ウレタンアクリレート
としては、新中村化学工業（株）製Ｕ１５ＨＡ、同Ｕ４ＨＡ、Ａ－９３００、ダイセルＵ
ＣＢ（株）製ＥＢ５１２９等を挙げることができる。
【００８１】
　中間層が極性基を有するアクリル系樹脂を含有する層であり、該アクリル系樹脂は、ア
クリル系モノマーを光又は熱により架橋した層であり、前記極性基が水酸基であることが
特に好ましい。これにより、後述する位相差層において、棒状液晶化合物を効果的にホメ
オトロピック配向させることができる。
【００８２】
（中間層の形成方法）
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　中間層は、支持体であるセルロースアシレートフィルム上に、直接又は他の層を介して
、中間層形成用組成物を塗布し、乾燥させることで形成することができる。
　中間層の材料がポリビニルアルコール系樹脂の場合は、水、アルコール系溶剤を主成分
として、有機溶剤を適宜加えた溶剤を使用することが好ましい。
　中間層の材料が極性基を有するアクリル系樹脂の場合は、セルロースアシレートに対す
る溶解能を有する溶剤、及びセルロースアシレートに対する膨潤能を有する溶剤を用いる
ことが好ましい。
　セルロースアシレートに対する膨潤能を有する溶剤が、セルロースエステルフィルムを
膨潤させることに伴い極性基を有するアクリル系樹脂を形成する化合物がセルロースエス
テルフィルムに浸透する。またセルロースアシレートに対する溶解能を有する溶剤がセル
ロースエステルフィルムを溶解することでセルロースエステルが中間層側に拡散する。こ
れにより、セルロースアシレートフィルムに鹸化処理を施さなくても中間層との密着性に
優れる。
【００８３】
［セルロースアシレートに対する溶解能を有する溶剤］
　セルロースアシレートに対する溶解能を有する溶剤とは、２４ｍｍ×３６ｍｍ（厚み８
０μｍ）の大きさのセルロースアシレートフィルムを該溶剤の入った１５ｃｍ３の瓶に室
温下（２５℃）で６０秒浸漬させて取り出した後に、浸漬させた溶液をゲルパーミエーシ
ョンクロマトグラフィー（ＧＰＣ）で分析したとき、セルロースアシレートのピーク面積
が４００ｍＶ／ｓｅｃ以上である溶剤のことを意味する。若しくは２４ｍｍ×３６ｍｍ（
厚み８０μｍ）の大きさのセルロースアシレートフィルムを該溶剤の入った１５ｃｍ３の
瓶に室温下（２５℃）で２４時間経時させ、適宜瓶を揺らすなどして、フィルムが完全に
溶解して形をなくすものも、セルロースアシレートに対して溶解能を有する溶剤を意味す
る。
　セルロースアシレートに対する溶解能を有する溶剤としては、１種類でも２種類以上用
いてもよい。
【００８４】
　セルロースアシレートに対して溶解能を有する溶剤としては、例えば、酢酸メチル、ア
セトン、メチレンクロライドが挙げられ、酢酸メチル、アセトンが好ましい。
【００８５】
［セルロースアシレートに対する膨潤能を有する溶剤］
　セルロースアシレートに対する膨潤能を有する溶剤とは、２４ｍｍ×３６ｍｍ（厚み８
０μｍ）の大きさのセルロースアシレートフィルムを該溶剤の入った１５ｃｍ３の瓶に縦
に入れ、２５℃で６０秒浸漬し、適宜該瓶を揺らしながら観察し、折れ曲がりや変形が見
られる溶剤を意味する（フィルムは膨潤した部分の寸度が変化し折れ曲がりや変形として
観察される。膨潤能の無い溶媒では折れ曲がりや変形といった変化が見られない）。
【００８６】
　セルロースアシレートに対する膨潤能を有する溶剤としては、特開２００８－１１２１
７７号公報の［００２６］段落に記載された溶剤を用いることができる。
　例えば、ジブチルエーテル、テトラヒドロフラン等の炭素数が３～１２のエーテル類、
アセトン、メチルエチルケトン、ジエチルケトン、シクロペンタノン、シクロヘキサノン
等の炭素数が３～１２のケトン類、酢酸メチル、酢酸エチル等の炭素数が３～１２のエス
テル類、２種類以上の官能基を有する有機溶媒等の溶媒を用いることができ、これらは１
種単独であるいは２種以上を組み合わせて用いることができる。
　また、上記溶剤の効果を制御するために、セルロースアシレートフィルムに対して溶解
能も膨潤能も持たない溶剤を併用することができる。
　溶解能も膨潤能も持たない溶剤としては、特開２００８－１１２１７７号公報の［００
２７］段落に記載された溶剤を用いることができる。
　例えば、メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）、メタノール、エタノール、１－ブタノ
ール、２－ブタノール、ｔｅｒｔ－ブタノール、１－ペンタノール、２－プロパノール、
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２－メチル－２－ブタノール、シクロヘキサノール、２－オクタノン、２－ペンタノン、
２－ヘキサノン、２－ヘプタノン、３－ペンタノン、３－ヘプタノン、４－ヘプタノン、
酢酸イソブチルが挙げられる。
　　溶剤として、セルロースアシレートに対する溶解能も膨潤能も持たない溶剤を用いて
もよく、溶解能も膨潤能も持たない溶剤の添加量は、使用する全溶剤に対して９０質量％
以下が好ましく、８５質量％以下がより好ましく、８０質量％以下が更に好ましい。
【００８７】
　支持体層を膨潤させ、密着性を向上する観点から、溶剤には、酢酸メチル、アセトン及
びメチルエチルケトンの少なくとも１種を含むことが好ましい。好ましくは、酢酸メチル
又はアセトンと、メチルエチルケトンとを含む混合溶剤である。
【００８８】
　適切な支持体層の溶解性と、密着力のバランスの観点から、セルロースアシレートに対
する溶解能もしくは膨潤能を有する溶剤とセルロースアシレートに対する膨潤能を持たな
い溶剤との含有量の比は、１０：９０～６０：４０であることが好ましい。
【００８９】
　中間層形成用組成物中の全溶剤量は、組成物中の固形分の濃度が好ましくは１～７０質
量％の範囲、より好ましくは２～５０質量％の範囲、更に好ましくは３～４０質量％が好
ましい。
【００９０】
　本発明の位相差フィルムは、前記支持体と前記中間層との間に前記支持体の主成分と前
記中間層の主成分とを含む混合層を有することが好ましく、前記混合層の膜厚が０．３μ
ｍ以上５．０μｍ以下であることがより好ましく、０．５μｍ以上４μｍ以下であること
が更に好ましい。
　混合層が存在することにより、支持体と中間層の密着力が強化される。混合層の膜厚が
０．３μｍ以上であれば密着力が十分であり、５．０μｍ以下であれば混合層での濃度分
布が相分離を引き起こさず、液晶パネルに実装した際にコントラストが低減しないため好
ましい。
　上記混合層は、位相差フィルムの厚み方向に断面をミクロトームで切削した後、オスミ
ウム酸で染色した後に、ＳＥＭを用いて、断面観察することで膜厚測定を行うことができ
る。
　上記混合層は、中間層形成用組成物に、前記セルロースアシレートに対する膨潤能や溶
解能を有する溶剤を含有させることによって形成することができる。混合層の膜厚は、溶
解能や膨潤能を有する溶剤の種類や濃度によって制御することができる。
【００９１】
［液晶化合物の配向状態を固定した位相差層（位相差層）］
　本発明に用いることができる位相差フィルムが有する液晶化合物の配向状態を固定した
位相差層（位相差層）について説明する。
　位相差層は、液晶化合物がホメオトロピック配向している状態を固定した層である。
　ホメオトロピック配向とは層の法線方向に液晶分子が配向し、遅相軸が層の法線方向と
平行となる配向状態である。なお、位相差層の遅相軸は層の法線方向と平行であることが
特に好ましいが、液晶分子の配向状態により傾きをもつ場合がある。この傾きは３．５°
以内であれば面内位相差を１０ｎｍ以下とできるため好ましい。
【００９２】
（液晶化合物）
　液晶化合物としては、位相差フィルムの光学特性の観点から、棒状液晶化合物を主成分
として含む組成物のホメオトロピック配向を固定してなる層が好ましい。
　棒状液晶化合物のホメオトロピック配向を固定した層は、正のＣ－プレートとして機能
することができる。
【００９３】
　使用可能な棒状液晶化合物については、例えば、特開２００９－２１７２５６号公報の
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差層に使用可能な添加剤、使用可能な配向膜、及び前記ホメオトロピック液晶層の形成方
法については、例えば、特開２００９－２３７４２１号公報の［００７６］～［００７９
］に記載があり、参照することができる。
【００９４】
　光学発現性の観点から、位相差層を形成する液晶化合物が下記一般式（ＩＩＡ）で表さ
れる化合物、及び下記一般式（ＩＩＢ）で表される化合物からなる群より選択される少な
くとも１種の化合物であることが好ましい。
【００９５】
【化２】

【００９６】
【化３】

【００９７】
　Ｒ１～Ｒ４は、各々独立に、－（ＣＨ２）ｎ－ＯＯＣ－ＣＨ＝ＣＨ２で、ｎは２～５の
整数を表す。Ｘ及びＹは各々独立に、水素原子又はメチル基を表す。
【００９８】
　結晶析出を抑止する観点から、前記一般式（ＩＩＡ）又は（ＩＩＢ）において、Ｘ及び
Ｙがメチル基を表すことが好ましい。液晶としての性質を示す観点から、ｎは１～５の整
数であることが好ましい。
　更に結晶化析出を抑止する観点から、位相差層を形成する液晶化合物は位相差中に７０
質量％以上含むことが好ましく、８０質量％以上であることが特に好ましい。さらに、液
晶化合物として、前記一般式（ＩＩＡ）で表される化合物、及び前記一般式（ＩＩＢ）で
表される化合物を用いる場合は、位相差層の全固形分に対してそれぞれ３質量％以上含む
ことが好ましく、５質量％以上であることがより好ましく、８質量％以上であることが特
に好ましい。
【００９９】
（一般式（Ｉ）で表されるオニウム化合物）
　本発明に用いることができる位相差フィルムが有する位相差層は、下記一般式（Ｉ）で
表されるオニウム化合物を含むことが好ましい。該オニウム化合物は、液晶化合物の配向
膜界面におけるホメオトロピック配向を促進する垂直配向剤として作用するとともに、位
相差層と中間層との界面の密着性改善にも寄与する。位相差層は、必要に応じて、空気界
面側の配向を制御する空気界面側配向制御剤（例えば、フルオロ脂肪族基を有する繰り返
し単位を含む共重合体）を含有していてもよい。
　一般式（Ｉ）で表されるオニウム化合物は、液晶化合物の中間層界面における配向を制
御することを目的として添加され、液晶化合物の分子の中間層界面近傍におけるチルト角
を増加させる作用がある。
【０１００】
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【０１０１】
　一般式（Ｉ）中、環Ａは含窒素複素環からなる第４級アンモニウムイオンを表し、Ｘは
アニオンを表し；Ｌ1は二価の連結基を表し；Ｌ2は単結合又は二価の連結基を表し；Ｙ1

は５又は６員環を部分構造として有する２価の連結基を表し；Ｚは２～２０のアルキレン
基を部分構造として有する２価の連結基を表し；Ｐ1及びＰ2はそれぞれ独立に水素原子、
水酸基、カルボニル基、カルボキシル基、アミノ基、ニトロ基、アンモニウム基、シアノ
基、又は重合性エチレン性不飽和基を有する一価の置換基を表す。
【０１０２】
　環Ａは含窒素複素環からなる第４級アンモニウムイオンを表す。環Ａの例としては、ピ
リジン環、ピコリン環、２，２’－ビピリジル環、４，４’－ビピリジル環、１，１０－
フェナントロリン環、キノリン環、オキサゾール環、チアゾール環、イミダゾール環、ピ
ラジン環、トリアゾール環、テトラゾール環などが挙げられ、好ましくは第４級イミダゾ
リウムイオン、及び第４級ピリジニウムイオンである。
【０１０３】
　一般式（Ｉ）で表されるオニウム化合物は、下記一般式（Ｉ－１）及び（Ｉ－２）で表
されるオニウム化合物が含まれる。
【０１０４】
【化５】

【０１０５】
　一般式（Ｉ－１）及び（Ｉ－２）の各記号の定義は、一般式（Ｉ）中のそれぞれと同義
であり；Ｌ3及びＬ4はそれぞれ独立に二価の連結基を表し；Ｙ2及びＹ3はそれぞれ独立に
置換基を有していてもよい６員環であり；ｍは１又は２を表し、ｍが２の場合、二つのＬ
4および二つのＹ3は、互いに同一でも異なっていてもよく；ｐは１～１０の整数を表す。
【０１０６】
　一般式（Ｉ）で表されるオニウム化合物は、下記一般式（Ｉ－３）及び（Ｉ－４）で表
されるオニウム化合物が含まれる。
【０１０７】
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【０１０８】
　一般式（Ｉ－３）及び（Ｉ－４）の各記号の定義は、一般式（Ｉ－１）又は（Ｉ－２）
中のそれぞれと同義であり；Ｒ’は、置換基を表し；ｂは、１～４の整数を表す。
【０１０９】
　Ｒ’の例は、一般式（Ｉ－１）又は（Ｉ－２）中のＹ2及びＹ3で表される６員環が有す
る置換基の例と同様であり、好ましい範囲も同様である。即ち、Ｒ’はハロゲン基、アル
キル基又はアルコキシ基であるのが好ましい。
　ｂは、１～４の整数を表し、１～３であることがより好ましく、２～３であることがさ
らに好ましい。
【０１１０】
　以下に、一般式（Ｉ）で表される化合物の具体例を示す。
【０１１１】
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【化７】

【０１１２】
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【化８】

【０１１３】
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【化９】

【０１１４】
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【化１０】

【０１１５】
【化１１】

【０１１６】
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【化１２】

【０１１７】
　一般式(Ｉ)のオニウム化合物は、一般に含窒素ヘテロ環をアルキル化（メンシュトキン
反応）することで合成することができる。
【０１１８】
　垂直配向剤が極性基を有する中間層へ偏在しやすい観点から、位相差層中に臭素、ホウ
素、及び珪素から選択される少なくとも１種の元素を含むことが好ましく、臭素、ホウ素
、及び珪素から選択される少なくとも１種の元素が、前記中間層に近い側に多く偏在して
いることがより好ましい。
　垂直配向剤が極性基を有する中間層へ偏在の程度としては、中間層側の支持体側界面と
表面側界面との存在比が３倍以上であることが好ましい。
【０１１９】
（位相差層の光学特性）
　位相差層の、Ｒｅの値は０～３ｎｍが好ましく、０～２ｎｍがより好ましく、０～１ｎ
ｍが更に好ましい。
　位相差層の、Ｒｔｈは－１００～－２５０ｎｍが好ましく、－１２０～－２３０ｎｍが
より好ましく、－１４０～－２１０ｎｍが更に好ましい。
　なお、位相差層のレターデーションは、ガラス板上に中間層、位相差層の順で塗布した
フィルムの値を測定することで測定することが出来る。
　ここで、Ｒｅ及びＲｔｈは、それぞれ、２５℃、６０％ＲＨで波長５５０ｎｍの光で測
定した面内レターデーション値及び厚み方向のレターデーション値である。
【０１２０】
（位相差層の膜厚）
　位相差層の膜厚は、薄膜化に貢献でき、フィルムのカールを改善できるという観点から
、０．５～２．０μｍが好ましく、１．０～２．０μｍがより好ましい。
【０１２１】
　このように支持体上に液晶化合物の配向状態を固定した位相差層を設けることで本発明
に用いることができる第１位相差領域を得ることができる。
【０１２２】
　第１位相差領域は、液晶セルの視認側に設けられることが好ましい。
【０１２３】
［偏光板用保護フィルム］
　本発明における第１位相差領域を第１偏光膜の表面保護フィルム（偏光板用保護フィル
ム）として用いる場合、第１位相差領域の前記支持体の表面、すなわち偏光膜と貼り合わ
せる側の表面を親水化する、ケン化処理や特開２０１０－９１６０３に記載のＵＶ接着を
行うことで、ポリビニルアルコールを主成分とする偏光膜との接着性を改良することがで
きる。
【０１２４】
［偏光板］
　本発明の液晶表示装置において、視認側の偏光板は、第１偏光膜と該第１偏光膜を保護
する保護フィルムを有し、該保護フィルムの少なくとも一方が前記積層体（第１位相差領
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域）である。
　前記２枚の保護フィルムのうち、一方が第１位相差領域であり、他方がアクリル系樹脂
からなるフィルムであることが偏光板加工後の偏光板のカールの観点から好ましい。アク
リル系樹脂からなるフィルムとしては、アクリプレン（三菱レイヨン社製）、テクノロイ
（住友化学社製）、ケンデュレン（カネカ社製）などが挙げられる。
　第１位相差領域が液晶セル側の保護フィルムであることが好ましい。
　第１及び第２偏光膜には、ヨウ素系偏光膜、二色性染料を用いる染料系偏光膜やポリエ
ン系偏光膜がある。ヨウ素系偏光膜及び染料系偏光膜は、一般にポリビニルアルコール系
フィルムを用いて製造することができる。
【０１２５】
　第１位相差領域が、必要に応じてポリビニルアルコールからなる接着剤層等を介して第
１偏光膜に接着しており、第１偏光膜のもう一方の側にも保護フィルムを有する構成が好
ましい。もう一方の保護フィルムの偏光膜と反対側の面には粘着剤層を有していても良い
。
【０１２６】
　偏光板の全体での膜厚（位相差フィルム、偏光膜、保護フィルムの合計の膜厚）は８０
～１２０μｍであることが好ましい。
【０１２７】
　本発明の液晶表示装置には、第２偏光膜と液晶セルの間に第２の位相差領域を設けても
よい。
　第２の位相差領域の光学特性としては、Ｒｅ、Ｒｔｈが共に０近傍の光学特性になるフ
ィルムが好ましく、公知の位相差層を用いることができる。
　また、第２偏光膜の第２の位相差領域の反対側には偏光板保護フィルムを設けてもよく
、公知の偏光板保護フィルムを用いることができる。
【実施例】
【０１２８】
　以下に実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。以下の実施例に示す材料、使
用量、割合、処理内容、処理手順等は、本発明の趣旨を逸脱しない限り、適宜、変更する
ことができる。従って、本発明の範囲は以下に示す具体例に限定されるものではない。
【０１２９】
１．支持体の作製
（１）セルロースアシレートフィルムの作製
　以下の方法で、セルロースアシレートフィルムをそれぞれ作製した。
【０１３０】
（１）－１　ドープ調製
セルロースアシレート溶液の調製：
　下記表に記載した主剤、添加剤、及び溶媒をミキシングタンクに投入し、攪拌して各成
分を溶解し、さらに９０℃に約１０分間加熱した後、平均孔径３４μｍのろ紙および平均
孔径１０μｍの焼結金属フィルターでろ過した。
　なお、添加剤の添加量は、表中に、主剤１００質量部に対する質量部で表した。溶剤１
と溶剤２の組成比は質量比で表中に記載した。また、セルロースアシレート溶液の固形分
濃度（単位　質量％）を表中の「濃度」の欄に記載した。
【０１３１】
微粒子分散液の調製：
　次に上記方法で調製した各セルロースアシレート溶液を含む、下記成分を分散機に投入
し、微粒子分散液を調製した。
―――――――――――――――――――――――――――――――――――
　微粒子分散液
―――――――――――――――――――――――――――――――――――
　・微粒子（アエロジルＲ９７２　　日本アエロジル株式会社製）　
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２質量部
　・メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　７２．４質量部
　・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．８質量部
　・各セルロースアシレート溶液　　　　　　　　　　　　　１０．３質量部
―――――――――――――――――――――――――――――――――――
【０１３２】
　各セルロースアシレート溶液を１００質量部、及び上記微粒子分散液を、セルロースア
シレートに対して無機微粒子が０．０２質量部となる量で混合し、製膜用ドープを調製し
た。
【０１３３】
（１）－２　流延
　上述のドープを、バンド流延機を用いて流延した。なお、バンドはステンレス製であっ
た。
【０１３４】
（１）－３　乾燥
　流延されて得られたウェブ（フィルム）を、バンドから剥離後、パスロールを搬送させ
、乾燥温度１２０℃で２０分間乾燥した。なお、ここでいう乾燥温度とは、フィルムの膜
面温度のことを意味する。
【０１３５】
（１）－４　延伸
　得られたウェブ（フィルム）をバンドから剥離し、クリップに挟み、固定端一軸延伸の
条件で、表に記載の延伸温度および延伸倍率でテンターを用いてフィルム搬送方向（ＭＤ
）に直交する方向（ＴＤ）に延伸した。
　延伸倍率及び延伸温度については下記表に記載する。
【０１３６】
（１）－５　鹸化処理
　支持体の鹸化処理を行なう試料については、以下のように行なった。
　作製した支持体を、２．３ｍｏｌ／Ｌの水酸化ナトリウム水溶液に、５５℃で３分間浸
漬した。室温の水洗浴槽中で洗浄し、３０℃で０．０５ｍｏｌ／Ｌの硫酸を用いて中和し
た。再度、室温の水洗浴槽中で洗浄し、さらに１００℃の温風で乾燥した。このようにし
て、支持体の表面の鹸化処理を行った。
【０１３７】
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【表１】

【０１３８】
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　使用した化合物を各々以下に示す。
　表中、「ＴＡＣ」はセルローストリアセテートを表し、数値はアセチル基の置換度を表
す。「ＣＡＰ」は、セルロースアセテートプロピオネートを表し、アセチル基置換度１．
３、プロピオニル基置換度０．７である。
　なお、＃３１は、アセチル基置換度２．４３のセルローストリアセテートを基層とし、
基層の両側（表裏面）に、アセチル基置換度２．８１のセルローストリアセテートを表層
として有するフィルムを共流延にて作製した。支持体３１のセルローストリアセテートの
全体のアセチル基置換度は２．４５であった。
　「ＺＦ」は、日本ゼオン社製の１００μｍの膜厚を有する環状オレフィン系樹脂である
。
【０１３９】
【表２】

【０１４０】
　Ｅ－１、Ｅ－２、及びＥ－３の重量平均分子量はいずれも１０００であった。
【０１４１】
　ＥＧ：エチレングリコール
　ＰＧ：１,２－プロパンジオール
　ＴＰＡ：テレフタル酸
　ＡＡ：アジピン酸
　ＳＡ：コハク酸
【０１４２】
　Ｔ－１は、下記一般式（１０）において、５つのＲが下記置換基（ベンゾイル基）で置
換され、残りの３つのＲは水素原子である。
　Ｔ－２は、下記一般式（１０）において、６つのＲが下記置換基（ベンゾイル基）で置
換され、残りの２つのＲは水素原子である。
【０１４３】

【化１３】

【０１４４】
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【化１４】

【０１４５】
　Ｔ－３は、下記構造の化合物である。Ａｃはアセチル基を表す。
【０１４６】
【化１５】

【０１４７】
　ＲＨ０１～ＲＨ０３は、下記構造の化合物である。
（ＲＨ０１）
【０１４８】
【化１６】

【０１４９】
（ＲＨ０２）
【０１５０】
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【化１７】

【０１５１】
（ＲＨ０３）
【０１５２】

【化１８】

【０１５３】
２．中間層の形成
　下記表に記載した内容物、及び溶媒を混合して、中間層形成用組成物を調製した。
（アクリル層）
　アクリル化合物二種１００質量部、光重合開始剤（イルガキュア１２７、チバ・スペシ
ャルティ・ケミカルズ（株）製）３質量部、及び溶剤を混合し、２０質量％になるように
アクリル層形成用組成物を調製した。
　中間層形成用組成物を支持体上に、アクリル層形成用組成物は、ワイヤーバーコーター
＃１．６で、塗布し、６０℃、０．５分乾燥後、高圧水銀灯を用いて、窒素パージ下酸素
濃度約０．１％で照度４０ｍＷ／ｃｍ２、照射量１２０ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を３０℃３
０秒間ＵＶ照射し中間層を硬化させた。
【０１５４】
（ＰＶＡ層）
　下記一般式ＰＶＡで表される化合物（ＰＶＡ１）１００質量部、Ｔ１　５質量部を、水
：メタノール＝７５：２５質量比の溶剤に、２．５質量％溶液となるように溶解させてＰ
ＶＡ層形成用組成物を調製した。
　なお、内容物及び溶媒の組成比は質量比で表中に記載した。また、中間層形成用組成物
の固形分濃度（単位　質量％）を表中の「濃度」の欄に記載した。
　中間層形成用組成物を支持体上に、ＰＶＡ層形成用組成物をワイヤーバーコーター＃８
で塗布し、６０℃、０．５分乾燥し中間層を成膜した。
　得られた中間層の膜厚は表中に記載した。
【０１５５】
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【表３】

【０１５６】
　使用した化合物を各々以下に示す。
　ＭＩＢＫ：メチルイソブチルケトン
【０１５７】
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【化１９】

【０１５８】
【化２０】

【０１５９】
　ＰＶＡ１は、上記ＰＶＡにおいて、ａ＝９６、ｂ＝２、ｃ＝２である。
　ＡＣＲ１：ブレンマーＧＬＭ、日油（株）製、下記構造の化合物。
【０１６０】
【化２１】

【０１６１】
　ＡＣＲ２：ＫＡＹＡＲＡＤ　ＰＥＴ３０、日本化薬（株）製、下記構造の化合物。
【０１６２】
【化２２】

【０１６３】
３．位相差層の形成
　中間層上に、下記表に記載した液晶化合物（下記表に示す化合物１と化合物２とを下記
表に示す組成比（質量比）で含む混合物）１．８ｇ、光重合開始剤（イルガキュアー９０
７、チバガイギー社製）０．０６ｇ、増感剤（カヤキュアーＤＥＴＸ、日本化薬（株）製
）０．０２ｇ、垂直配向剤（Ｓ０１）０．００２ｇ、アクリル化合物を液晶化合物量に対
して表４で示す比率で、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）／シクロヘキサノン（＝８６／１
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４（質量％））に溶解した溶液を、＃３．２のワイヤーバーで塗布した。これを金属の枠
に貼り付けて、１００℃の恒温槽中で２分間加熱し、棒状液晶化合物を配向させた（ホメ
オトロピック配向）。次に、５０℃に冷却した後に、窒素パージ下酸素濃度約０．１％で
空冷メタルハライドランプ（アイグラフィックス（株）製）を用いて、照度１９０ｍＷ／
ｃｍ２、照射量３００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射して塗布層を硬化させた。その後、室
温まで放冷した。
【０１６４】
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【表４】

【０１６５】
　使用した化合物を各々以下に示す。
【０１６６】
（ＬＣ０１）
【０１６７】
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【化２３】

【０１６８】
（ＬＣ０２）
【０１６９】
【化２４】

【０１７０】
（ＬＣ０３）
【０１７１】
【化２５】

【０１７２】
（垂直配向剤）
【０１７３】
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【化２６】

【０１７４】
（アクリル化合物）
　大阪有機化学社製ビスコート３６０
【０１７５】

【化２７】

【０１７６】
　上記表４中の「アクリル」は、上記ビスコート３６０である。
【０１７７】
　ＡＣＲ１；ＫＡＹＡＲＡＤ　ＰＥＴ３０：日本化薬（株）製　（ペンタエリスリトール
トリアクリレート／ペンタエリスリトールテトラアクリレートの混合物）
【０１７８】
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【化２８】

【０１７９】
　ＡＣＲ２；ブレンマーＧＬＭ：日油（株）製
【０１８０】
【化２９】

【０１８１】
　この様にして、中間層上に液晶化合物の配向状態をホメオトロピック配向に固定した位
相差層からなる位相差層を有する積層型の位相差フィルムをそれぞれ作製した。
【０１８２】
＜位相差フィルムの評価＞
　得られた各位相差フィルムについて、厚み、Ｒｅ、Ｒｔｈ、｜Ｒｔｈ／Ｒｅ｜を評価し
た。
【０１８３】
４．偏光板の作製
　上記で作製した各位相差フィルムを、ポリビニルアルコール系偏光子と、接着剤を用い
て貼合し、且つ偏光子の反対側表面に、同様にして、富士フイルム（株）製、フジタック
ＴＤ６０ＵＬ（厚さ６０μｍ）を貼合して、偏光板をそれぞれ作製した。位相差フィルム
と偏光子とを貼合する際は、支持体であるセルロースアシレートフィルムの表面と偏光子
の表面とを貼合した。
　なお、液晶表示装置に実装する際は、いずれについても、位相差フィルムを液晶セルと
偏光子との間に配置した。
【０１８４】
　なお、上記作製した各偏光板は、後述するように表示面側偏光板として用いた。これと
組み合わせて用いるバックライト側偏光板として、偏光子の一方の表面に、Ｚ－ＴＡＣ（
富士フイルム製）、他方の表面に富士フイルム（株）製、フジタックＴＤ６０ＵＬ（厚さ
６０μｍ）をそれぞれ貼合して作製した偏光板を用いた。液晶表示装置に実装する際は、
Ｚ－ＴＡＣフィルムを液晶セルと偏光子との間に配置した。
【０１８５】
５．液晶表示装置の作製と評価
　ＩＰＳモード液晶セル（液晶層のｄ・Δｎの値は３００ｎｍ）の表示面側に、上記で作
製した積層型の位相差フィルムを有する各偏光板を実装し、且つバックライト側に上記で
作製したＺ－ＴＡＣフィルムを有する偏光板を実装して、ＩＰＳモード液晶表示装置を作
製した。
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【０１８６】
＜液晶表示装置の評価＞
（ＩＰＳ型液晶セルの準備）
　一枚のガラス基板上に、隣接する電極間の距離が２０μｍとなるように電極を配設し、
その上にポリイミド膜を配向膜として設け、ラビング処理を行った。別に用意した一枚の
ガラス基板の一方の表面にポリイミド膜を設け、ラビング処理を行って配向膜とした。二
枚のガラス基板を、配向膜同士を対向させて、ラビング方向が平行となるようにして重ね
て貼り合わせ、次いで屈折率異方性（Δｎ）が０．０８８９および誘電率異方性（Δε）
が正の４．５であるネマティック液晶組成物を封入し、セルギャップｄを３．５μｍとし
、Δｎ・ｄが３１１ｎｍである液晶セルを作製した。また、プレチルトは１°とした。
　この様にして作成した液晶セルのセルギャップｄを変化させて、Δｎ・ｄの異なるセル
１～８を準備した。
【０１８７】
【表５】

【０１８８】
（５）液晶表示装置の作製
　上記ＩＰＳモード液晶セルの表示面側表面に位相差付きの偏光板の位相差層の面内方向
の遅相軸が液晶セルのラビング方向（例えば、図２の４の方向）となる様に貼合した。
　この様にしてＩＰＳモード液晶表示装置ＬＣＤを作製した。なおバックライト装置には
市販のアップル社製ｉＰａｄ２（商品名）を分解し、バックライトユニットとして使用し
た。
【０１８９】
（６）液晶表示装置の評価
　作製した液晶表示装置に対して以下の評価を実施した。なお、ΔｎｄＷは、可視光領域
（４００～７００ｎｍ）の略中心値５５０ｎｍの半波長である２７５ｎｍとして換算して
算出した。
【０１９０】
（白輝度）
　コントラスト測定器(ＥＬＤＩＭ社製、ＥＺＣｏｎｔｒａｓｔ)を用いて白輝度の視野角
特性を計測し、下記基準で評価した。
　Ａ；４５０ｃｄ／ｍ２以上
　Ｂ；４３０ｃｄ／ｍ２以上
　Ｃ；４１０ｃｄ／ｍ２以上
　Ｄ；３９０ｃｄ／ｍ２以上
【０１９１】
（階調反転性）
　パターンジェネレータを用いてディスプレイに黒表示を０階調、白表示を２５５階調と
して２５５分割した時の黒表示（０階調）および、中間調表示（２３階調）を表示させた
。
　さらに、コントラスト測定器(ＥＬＤＩＭ社製、ＥＺＣｏｎｔｒａｓｔ)を用いて黒表示
時の輝度Ｙ（Ｌ０）と中間調表示時のＹ（Ｌ２３）の視野角特性を計測し、下記基準で評
価した。
　Ａ：全視野角でＹ（Ｌ０）＜Ｙ（Ｌ２３）
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　Ｂ：全視野角中、Ｙ（Ｌ０）＜Ｙ（Ｌ２３）となる角度領域が９５％以上１００％未満
　Ｃ：全視野角中、Ｙ（Ｌ０）＜Ｙ（Ｌ２３）となる角度領域が９０％以上９５％未満
　Ｄ：全視野角中、Ｙ（Ｌ０）＜Ｙ（Ｌ２３）となる角度領域が９０％未満
【０１９２】
（黒輝度Ｘ・黒輝度Ｙ・黒輝度Ｚ）
　コントラスト測定器（ＥＬＤＩＭ社製、ＥＺＣｏｎｔｒａｓｔ）を用いて黒色味の視野
角特性Ｙ、ｘ、ｙを計測し、式（１）、式（２）を用いてＸ、Ｚを計算し、下記基準で評
価した。
　ｘ＝Ｘ／（Ｘ＋Ｙ＋Ｚ）　・・・式（１）
　ｙ＝Ｙ／（Ｘ＋Ｙ＋Ｚ）　・・・式（２）
　これらを算出した後、全視野角中の最大値に対して以下の基準で評価を行った。
Ｘ　Ａ：０．９５未満
　　Ｂ：０．９５以上１．１５未満
　　Ｃ：１．１５以上、１．３５未満
　　Ｄ：１．３５以上
Ｙ　Ａ：０．７５未満
　　Ｂ：０．７５以上０．９５未満
　　Ｃ：０．９５以上、１．１５未満
　　Ｄ：１．１５以上
Ｚ　Ａ：２．５０未満
　　Ｂ：２．５０以上３．５０未満
　　Ｃ：３．５０以上、４．５０未満
　　Ｄ：４．５０以上
【０１９３】
　下記表に、評価結果を示す。
　なお、♯ｎは、支持体♯ｎ、中間層♯ｎ、及び位相差層♯ｎを有する液晶表示装置の番
号であり、ｎは０１～３２である。
【０１９４】
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【表６】

【符号の説明】
【０１９５】
　２　電極
　３　電極
　４　配向膜のラビング方向
　５ａ、５ｂ　電圧無印加状態又は低印加状態での液晶分子の配向方向
　６ａ、６ｂ　電圧印加状態での液晶分子の配向方向
　１０　液晶セル
　１１　第１基板
　１２　液晶層
　１２ａ　液晶層の遅相軸
　１３　カラーフィルタ
　１４　電極
　１５　第２基板
　２０　第１偏光膜
　２０ａ　第１偏光膜の吸収軸
　２２　第２偏光膜
　２２ａ　第２偏光膜の吸収軸
　２４　第１光学補償領域（第１位相差領域）
　２６　第２光学補償領域（第２位相差領域）
　２８　偏光板保護フィルム
　３０　バックライトユニット
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摘要(译)

解决的问题：提供一种高对比度的液晶显示装置，该液晶显示装置在黑色显示状态下的漏光被抑制并且在半色调显示时的灰度反转
得到改善。 液晶层被第一偏振膜，第一延迟区域和一对基板夹在中间，并且在黑色显示期间，液晶层的液晶分子平行于一对基板的
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表面取向。 在没有电压施加到与第一延迟区域24相邻的液晶单元的基板
的液晶分子上未施加电压的状态下，至少包括第二偏振膜22和第一延迟
区域24的慢轴的液晶单元。 液晶单元在与长轴正交或平行的方向上排
列，并且液晶单元是在横向电场模式下工作的液晶显示装置。 液晶显示
装置，其至少具有相位差层。 [选型图]图1


